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第 1 章 序論 

1.1 研究背景 

現在，5G の実用化に加え，IoT (Internet of Things)の通信機器が増えることに

よって，トラフィック量の増加に拍車がかかることが予想される．2018 年から

2021 年にかけて，世界のトラフィック量は 2 倍に増加し，2022 年には 1 か月あ

たり約 350 エクサバイトに達する予想されている[1]．通信容量を確保するため

に，使用できる周波数帯域を増やすマルチバンド運用基地局が増加しており，無

線に割り当てられる周波数とバンド数は数倍で増加している．そのため，都市部

などの人口の密集地域において，通信トラフィックが増大することにより，通信

速度の低下が発生することが問題となる．これは，屋内外の障害物や無線機器同

士などの電波干渉の影響により発生したと考えられる．電波干渉問題は現在の

ような一部のネットワークだけの問題ではなく，将来的にはモバイルインフラ

全体，つまり企業活動や社会生活において社会的課題となる可能性が大いにあ

る． 

図 1.1 に屋内外の電波干渉の例を示す．屋外に設置されているパラボラアンテ

ナには，図 1.1(a)に示すように支持柱があり，支持柱によるブロッキングが発生

する．そのため，アンテナ特性が変化し，サイドローブ特性などの放射特性が劣

化する．また，図 1.1(b)に示すように，オフィス内に設置している無線 LAN な

どの通信機器では外部からの不要電波による干渉が発生するため，通信が不安

定となる．したがって，アンテナ特性や通信状況を維持するためには，不要な電

波との干渉を抑制させる必要がある． 

 

(a) 屋外のパラボラアンテナ         (b) オフィス内の通信環境 

図 1.1 屋内外における電波干渉の例 

支持柱

ワイヤレスLAN

不要電波

干渉が発生
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一方で，近年の端末の小型化やシステムの多様化に伴い，無線端末は高機能化

やデザイン性などの理由で，アンテナや RF デバイスの実装環境は制限されてい

る．図 1.2 に示す携帯端末内および自動車のルーフに取り付けられるシャークフ

ィンアンテナのように，非常に狭い空間において，数多くのアンテナが近接に配

置されている．また，電波を有効に利用するために，それぞれのシステムの隣接

する周波数帯域が他のシステムで使用されている．したがって，アンテナの後段

にフィルタを挿入し，隣接システムへの干渉を抑制する必要がある．しかし，隣

接システムの使用周波数が近い場合には，急峻な特性を有する高アイソレーシ

ョンが要求される．したがって，動作周波数ではアンテナ特性を維持したまま近

接システムが使用する周波数の相互結合を抑制することは重要な課題となって

いる． 

 

 

(a) 携帯端末      (b) 自動車天井のシャークフィンアンテナ 

図 1.2 近年の無線端末内におけるアンテナの配置状況 

1.2 先行研究 

1.2.1 従来のアンテナの相互結合抑制法 

これまで，アンテナの相互結合抑制法として，様々な手法が提案されている．

図 1.3 に従来のアンテナの相互結合抑制法の例を示す．図 1.3(a)のアンテナの配

置や方向を工夫する手法[2-5]では，ある程度のアンテナ素子の間隔や配置方法

が生じ，アンテナの選定が必要でアンテナの設計上の制約に繋がる．図 1.3(b)の

アンテナ同士を導体線で接続した手法[6-13]では，2 素子アンテナのみに有効で

ある．図 1.3(c)のアンテナ間に集中定数回路を装荷した手法[14-21]では，集中定

数回路の装荷に伴い整合回路の装荷も必要となるため，アンテナの動作周波数

IC Card

GPS

Bluetooth

Wi-Fi

LTE/GPS

衛星放送AM・FMラジオ

シャークフィン
アンテナ
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帯域が狭くなる傾向にある．図 1.3(d)のアンテナ間にチョーク構造を設けた手法

[22]では，導体板に大幅な加工が必要となり，アンテナシステムとして構成する

場合に高周波回路の実装などが困難となる．次に，図 1.3(e)のアンテナ間隔を確

保した手法[23]では，アンテナ間隔を広くする必要がある．図 1.3(f)のアンテナ

間にスロットを設けた手法[24-30]では，地板上に電子部品を実装するためのス

ペースが減少してしまう問題がある．また，図 1.3(g)のアンテナ間に無給電素子

を装荷した手法[31-35]では，アンテナシステム全体の体積が増加することにな

る． 

近年では，注目されているメタマテリアル技術[36-41]を利用することで，アン

テナの相互結合抑制が実現できることが報告されている．メタマテリアルを用

いる手法の例を図 1.3(h)に示す．図 1.3(h)に示すように，EBG (Electromagnetic 

Band Gap)構造[42-47]をアンテナ間に配置することで，アンテナの相互結合抑制

を実現している[48-51]．この手法では，アンテナ間隔の確保やスロットの利用の

手法と同様に，アンテナ間のスペースの考慮が必要となる．しかし，メタマテリ

アルは波長に対して十分小さい構造を周期的に配列することで構成された構造

であり，設計自由度が高いことから，メタマテリアルを用いてアンテナ間のスペ

ースを削減できる可能性がある．そこで，本研究では，メタマテリアルを用いる

手法に着目する． 

 

 

(a) 素子電流の直交する方向にアンテナを配置 

 

(b) アンテナ同士を導体線で接続 

Suspended line
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(c) 集中定数回路の装荷 

 

(d) アンテナ間にチョーク構造を設置 

 

(e) アンテナ間隔の確保 

 

(f) アンテナ間にスロットを設置 

L

C

集中定数回路

Choke

Slot
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(g) 無給電素子の装荷 

 

(h) アンテナ間に EBG 構造を設置 

図 1.3 従来のアンテナの相互結合抑制法 

1.2.2 メタマテリアルによるアンテナの相互結合抑制法 

2000 年頃からメタマテリアルの研究者が急速に増加し始めて，約 20 年が経過

し，その技術も高まりつつある．メタマテリアルは，波長に対して十分小さい構

造を周期的に配列することで構成された構造であり，自然界にはない特異な特

性を有する[36-41][52-61]．また，メタ「Meta」という接頭語は「超えた」や「上

位の」等の意味があり，既存の物質を超越した概念の物質と位置付けられている．

光分野[62]，機械分野[63]などでメタマテリアル技術の開発が進められているが，

電磁波分野でもその研究は盛んに行われている．メタマテリアル技術を電磁波

分野に応用すると，電磁波の波長を制御することができる．一般にアンテナの大

きさは波長に大きく依存することから，メタマテリアル技術を利用すると，これ

まで普遍的であったアンテナの小形化を一気に解決できる． 

このように新しい技術であるメタマテリアルを適用し，アンテナの相互結合

抑制の研究は盛んに行われている[48-51][64-75]．表 1 にメタマテリアルによる

アンテナの相互結合抑制の先行研究の例を示す．まず，アンテナの相互結合を抑

制できるメタマテリアル構造の代表例として，マッシュルーム型の EBG 構造が

挙げられる．EBG 構造はマッシュルーム構造にすると，多層基板を用いて容易

に低価格で構成できるため，低姿勢化が可能であり，また，基板の比誘電率や構

無給電素子

EBG
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造の工夫により小型化が期待できる．マッシュルーム型の EBG 構造を用いたア

ンテナ素子間の相互結合抑制の研究例として，0.75 波長の間隔で配置されたマ

イクロストリップアンテナ間にマッシュルーム型EBG構造を装荷する手法[48]，

1 波長の間隔で配置されたモノポールアンテナ間にマッシュルーム型 EBG 構造

を装荷する手法[50]，0.5 波長の間隔で配置された線状逆 F アンテナ間にマッシ

ュルーム型 EBG 構造を装荷した手法[51]などがある．アンテナの放射方向に

EBG 構造を配置することで，アンテナの相互結合を大きく抑制できる．しかし

ながら，EBG 構造の単位セル構造が大きいため，アンテナ間隔が狭い場合は配

置できない．さらに，表 1.1 に示す文献[48]，文献[50]，文献[51]のように，EBG

構造をアンテナ素子間に配置したとき，結合低減のため，アンテナ特性が変化し

てしまう問題がある．次に，0.25 波長の間隔で配置されたマイクロストリップパ

ッチアンテナ間に相補型スプリットリング共振器[76-78](Complementary Split 

Ring Resonator: CSRR)を装荷した手法が検討されている[73]．CSRR を文献[48], 

[50], [51]と同様にアンテナの放射方向に配置することで，アンテナの相互結合を

約 10 dB 抑制でき，EBG 構造と比べて地板に金属を埋め込む必要はない．しか

し，CSRR の単位セル構造が大きいため，アンテナ間隔が波長に対して最も狭い

場合は適用できない．また，アンテナ特性が変化してしまう問題がある．最後に，

右手/左手複合(Composite Right Left Handed :CRLH)伝送線路で構成された無給電

素子構造を用いた手法である．表 1.1 に示す文献[75]のように，CRLH 無給電素

子をアンテナの電流方向に平行に配置することで，アンテナの相互結合を約 20 

dB 抑制でき，アンテナ間のスペースを確保することができる．また，この手法

では，CRLH 無給電素子が動作する周波数帯域が非常に狭いため，使用周波数帯

域が近接したアンテナへ適用することができる．しかし，製作が困難であり，ア

ンテナ特性が変化してしまう問題がある．以上の先行研究から，以下の 2 つの

研究課題が挙げられる． 

 

 課題 1「アンテナの相互結合を抑制するメタマテリアル構造の小型化」 

 課題 2「アンテナの相互結合抑制とアンテナ特性維持の同時達成」 
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表 1.1 メタマテリアルによるアンテナの相互結合抑制の先行研究の例 

方法 研究例 特徴 課題 

EBG 

構造 

 

EBG によるパッチアンテナの 

相互結合抑制[51] 

・地板に流れる 

表面波を抑制 

・結合を約 10 dB 

抑制 

・製作が容易 

・アンテナ間隔が

0.75 波長 

・単位セルサイズが 

大きく，アンテナ間隔

が狭い場合は配置でき

ない 

・使用周波数帯域が 

近接した複数アンテナ

への適用不可 

・アンテナの 

放射パターンが変化 

 

 

EBG によるモノポールアンテナの 

相互結合抑制[53] 

・約 20 dB の結合を

抑制可能 

・結合抑制比帯域幅

が広い 

・アンテナ間隔が 

1 波長 

 

EBG による逆 F アンテナの 

相互結合抑制[54] 

・約 32 dB の結合を

抑制可能 

・低姿勢アンテナに 

適用可能 

・アンテナ間隔が

0.5 波長 

CSRR 

構造 
 

CSRR によるパッチアンテナの 

相互結合抑制[76] 

・結合を約 10 dB 

抑制 

・地板に金属を埋め

込む必要なし 

・アンテナ間隔が

0.25 波長 

同上 

CRLH

無給

電素

子 
CRLH 無給電素子によるダイポー

ルアンテナの相互結合抑制[78] 

・結合を約 20 dB 

抑制 

・使用周波数帯域が

近接したアンテナ

に適用可能 

・動作周波数間隔が

狭い(4.4%) 

・製作が困難 

・アンテナの 

放射パターンが変化 

 

Patch

antenna

EBG

Monopole

antenna

EBG

Inverted-F

antenna

EBG

Patch antenna

CSRR

Dipole

antenna

@720 MHz

CRLH parasitic element

Dipole

antenna

@750 MHz
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1.3 研究の位置づけ 

近年，メタマテリアルの研究が進んでおり，マイクロ波デバイスやアンテナへ

の応用が広がっている．最近のメタマテリアル研究のトピックの中から，メタ表

面による電磁波を制御できる電磁クローキングが検討されている．電磁波を制

御する目的として，電磁クローキングを表 1.2 のように電波吸収体[79-84]，クロ

ーキング[85-92]およびマントルクローク[93-99]の 3つで分類することができる．  

表 1.2 電磁クローキングの分類 

電磁クローキング 

種類 

電波吸収体 クローキング マントルクローク 

 

 
 

特徴 

・誘電体基板上に多

数の金属素子を配置

した構造 

・導体損や位相反転

により入射波と反射

波を打ち消し 

・薄型化が可能 

・狭帯域 

・物体をメタマテリア

ルで覆った構造 

・変換電磁気学に基づ

いて，座標変換と等価な

媒質を実現し，電波を制

御 

・入射方向が自由 

・立体的な構造 

 

・物体を薄いメタ表面

で囲んだ構造 

・メタ表面の表面リア

クタンスを制御する

ことで，反射散乱を抑

制 

・極薄な表面 

・製作が容易 

・アンテナ特性の維持

が期待できる 

 

誘電体基板上に多数の金属素子を周期配列することで，メタマテリアル電波

吸収体が構成されている．メタ表面の導体損や位相反転により，入射波と反射波

が打ち消し合うため，反射波を抑制できる．メタ表面による電波吸収体は一般の

吸収体より薄型化ができるが，金属素子の共振により特定周波数のみで動作す

るため，狭帯域である．次に，物体をメタマテリアルで覆うことで，クローキン

グが構成されている．クローキングは変換電磁気学に基づいて，座標変換と等価

な媒質を実現し，電波を制御することができる．クローキングは入射方向が自由

であるが，立体的な構造であるため，クローキング構造が複雑となる．また，ク

金属素子

誘電体基板

電波
メタマテリアル

メタ表面

入射波
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ローキングは理論的に様々な形状での設計が可能であるが，メタマテリアルの

媒質定数の制御の関係で製作が可能な構造として円筒型である円筒クローキン

グがある．そこで，電波吸収体と円筒クローキングを用いると，図 1.4 のように，

アンテナの相互結合抑制が期待できる． 

はじめに，電波吸収体によるアンテナの相互結合抑制について説明する．図

1.4(a)のように，電波吸収体をアンテナ間に配置すると，周波数 f1で動作するア

ンテナから放射された電波が吸収され，相互結合を抑制できる．従来研究として，

同一基板上に約 0.25 波長離して配置した 8.5 GHz で動作する 2 つのマイクロス

トリップアンテナ間に電波吸収体を配置することによるアイソレーション特性

の向上について検討されている[100]．しかし，文献[100]での電波吸収体は誘電

損失タイプであり，非常に厚いため，狭小な対象への適用が困難である．そこで，

メタマテリアル電波吸収体が提案されている．典型的なメタマテリアル電波吸

収体としては，誘電体基板上に金属パッチを周期配列した構造が挙げられる

[101]．誘電体基板と金属パッチの寸法によって動作周波数を設計することがで

き，安価に製作が可能である．また，メタマテリアル電波吸収体は従来の電波吸

収体と比べて薄いため，狭小な対象へ適用できる．しかし，単位セル構造の大き

さは 0.25 波長であり，単位セル構造は大きいという課題は残る． 

次に，円筒クローキングによるアンテナの相互結合抑制について説明する．図

1.4(b)のように，円筒クローキングを周波数 f2で動作するアンテナに覆うことで，

f1で動作するアンテナから放射された電波は迂回し，相互結合を抑制できる．こ

の円筒クローキングを構造する素子の代表としてスプリットリング共振器(Split 

Ring Resonator: SRR)がある[87]．SRR を周期的に配列した層を遮蔽物体の周りに

10 層配置することによって円筒クローキングが構成される．文献[87]では，製作

可能な円筒クローキングとして，電磁波の偏波を円筒軸方向に固定することで，

制御すべきパラメータを減らした構造が提案されている．所望の実効比透磁率

分布は，SRR の構造パラメータを調整することで階段近似により実現している．

しかし，SRR のサイズは大きいため，円筒クローキングが厚くなる．そこで，円

筒クローキングの層数を減らすことで，2 次元の SRR 構造を用いた 4 層の薄型

円筒クローキングが提案されている[102]．しかし，この検討は理論検討のみで

あり，測定により実証されていない．また，円筒クローキング構造の層数を 4 層

に減らすことにより，10 層の円筒クローキングと比べて反射散乱が増加する

[103]．したがって，層数を維持したまま，円筒クローキングの薄型化が求められ

ている．そこで，円筒クローキングを構成する単位セル構造の小型化が必要であ

る． 

以上のことから，電波吸収体と円筒クローキングを用いた相互結合抑制法を

実現するためには，単位セル構造の小型化が必要である． 
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(a) 電波吸収体         (b) 円筒クローキング 

図 1.4 電波吸収体と円筒クローキングによるアンテナの相互結合抑制の概要 

 

図 1.5 積層セラミックコンデンサ 

 

一方で，積層セラミックコンデンサ(Multi-Layer Ceramic Capacitor: MLCC)を利

用し，メタマテリアルの可能性について検討されている[104][105]．図 1.5 に示

すように，MLCC には負の実効比透磁率を示す新たな共振モードが存在するこ

とが確認されており，これは SRR と同様である[106]．また，MLCC は電子部品

であり，小型であるため，従来のメタマテリアル構造を小型化できる可能性があ

る．そこで，1.2.2 で述べた課題 1 を解決する手段としては，MLCC による実効

透磁率の制御を明らかにすることである．MLCC を用いたメタマテリアルに関

する先行研究では，SAR(Specific Absorption Rate)抑制を目的として，タブレット

PCの 1.9 GHz帯のアンテナの近傍のプリント基板上に両面テープでMLCCを交

互配置したものが提案されている[107]．これは，MLCC が持つ LC 共振を利用

している．しかし，この研究では，2 GHz 帯近傍での応用のみが検討されており，

他の周波数帯で負透磁率を実現できるかは明らかになっていない．そこで，本研

究では，2 GHz より高い周波数帯域で動作する MLCC に着目する．MLCC が負

透磁率を実現できることを明らかにし，MLCC を用いた小型・薄型電波吸収体

および円筒クローキングにより課題 1 を解決する． 

最後に，物体を薄いメタ表面で囲むマントルクローク技術が提案されている．

マントルクロークの特徴は極薄な表面であり，製作が容易である．また，マント

ルクロークを用いるとアンテナ特性の維持が期待できるため，図 1.5 のように，

電波吸収体f1

f2

円筒クローキングf1

f2
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マントルクロークを用いると，アンテナの相互結合抑制と同時にアンテナ特性

の維持を達成し，課題 2 を解決できる可能性がある．このマントルクロークを

実現するためには，メタ表面の表面リアクタンスの制御が必要である． 

 

 

図 1.6 マントルクロークによるアンテナの相互結合抑制の概要 

 

 一方，図 1.7 の周波数選択板(Frequency Selective Surface: FSS)を用いることで

表面リアクタンスを制御できることが報告されている[108]．図 1.7 に示すよう

に，FSS はストリップ導体，パッチ構造，ループ構造などの様々な種類がある．

FSS の製作が容易なことから，マントルクロークの設計に利用可能である．した

がって，課題 2 を解決する手段としては，FSS によるマントルクロークの実現す

ることである．先行研究として，動作周波数が異なる 2 つのアンテナに FSS か

ら構成されたマントルクロークを覆うと，放射指向性にはほとんど影響せずに，

アンテナ間の相互結合を低減できる[109-111]．しかし，文献[109]，[110]，[111]

では，2 つのアンテナの動作周波数の間隔は 10%で非常に広い．また，マントル

クロークを用いて，動作周波数間隔が 10%以下の 2 つのアンテナの相互結合抑

制が検討されておらず，動作周波数間隔の可変範囲は明らかになっていない． 

 

(a) ストリップ導体          (b) パッチ                (c) ループ  

図 1.7 周波数選択板(FSS)の構造 

f1

f2

マントルクローク
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1.4 研究目的 

1.3 節で述べたように，電磁クローキングを用いると本研究の 2 つの課題を解

決できる可能性がある．そこで，本研究では，以上の 2 つの課題を克服するため

に，電磁波を制御できる電磁クローキングによるアンテナの相互結合抑制とし

た．初めに，アンテナの相互結合抑制のためのメタマテリアルを設計する．次に，

設計したメタマテリアルの構造を用いて，アンテナ特性の変化の有無を確認す

る．表 1.3 に研究項目と研究内容を示す．研究項目は上述したように大きく 2 つ

に分類され，1 つ目が MLCC を用いた小型・薄型電波吸収体と円筒クローキン

グの設計である．MLCC を誘電体基板上に配置することで，単位セル構造を設

計し，電波吸収体と円筒クローキングを設計する．次に，設計した電波吸収体と

円筒クローキングによるアンテナの相互結合抑制効果を確認する．研究項目の 2

つ目は FSS を用いたマントルクロークの設計である．まず，表面リアクタンス

を制御することで，理想的なマントルクロークアンテナを設計し，マントルクロ

ークによる動作周波数間隔が 10%以下の 2 つのアンテナの相互結合抑制効果を

確認する．次に，FSS を用いて，マントルクロークアンテナの実構造を設計し，

アンテナの相互結合抑制効果の確認と共にアンテナ特性やアンテナの動作原理

について検討する． 

 

表 1.3 研究内容と研究項目 

単位セル構造を構成する素子 アンテナの相互結合抑制可能な構造 

MLCC 
電波吸収体 

円筒クローキング 

FSS マントルクローク 

 

1.5 本論文の構成 

本論文では，使用周波数が近接した複数アンテナの相互結合抑制可能なメタ

マテリアルの小型化やアンテナの相互結合抑制と同時にアンテナ特性の維持を

実現するために，電磁クローキングによるアンテナの相互結合抑制について検

討しており，7 章から構成されている．構成内容を図 1.8 に示す． 

まず，第 1 章は序論として，本論文の研究背景と研究課題を述べたのち，研究

課題に対して解決案を示した．次に，研究目的と全体構成を示す． 

次に，第 2 章では，MLCC が負透磁率を示すことを実証するために，MLCC を

用いた負透磁率媒質について検討する．まず，誘電体基板上に配置した MLCC
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からなる積層型メタマテリアルを試作し，透過特性(S21特性)を測定する．次に，

測定結果より MLCC の内部構造を推定し，誘電体基板上に MLCC を配置した単

位セル構造を設計する．電磁界シミュレーションによる単位セル構造の S パラ

メータを求め，得られた S パラメータから単位セル構造の実効比誘電率・比透

磁率を算出する．最後に，設計した単位セル構造からなる積層型メタマテリアル

を構成し，電磁界シミュレーションによる S21特性を解析し，測定結果と比較す

ることで，シミュレーション結果の妥当性を確認する． 

第 3 章では，MLCC を用いた電波吸収体によるアンテナの相互結合抑制につ

いて検討する．初めに，MLCC の構造を設計し，MLCC の動作原理を確認する．

次に，MLCC を用いた単位セル構造を提案し，単位セル構造の周期長，偏波面の

変化によるモノスタティック RCS 特性を調べる．得られた結果を用いて，MLCC

を用いた電波吸収体を設計し，有限構造の解析を行う．次に，MLCC を用いた電

波吸収体を試作・測定し，シミュレーション結果の妥当性を確認する．最後に，

設計された電波吸収体によるアンテナの相互結合抑制効果を確認し，アンテナ

特性の変化を確認する． 

第 4 章では，MLCC を用いた円筒クローキングによる相互結合抑制について

検討する．まず，MLCC を用いた単位セル構造を提案する．単位セル構造の周期

長による実効比透磁率の変化を調べ，単位セル構造の周期長を制御することで，

所望の実効比透磁率分布を設計する．設計値に基づいて，円筒クローキングの性

能を確認する．次に，MLCC を用いた円筒クローキングを試作・測定し，円筒ク

ローキングの効果を確認する．最後に，設計した円筒クローキングを用いて，ア

ンテナの相互結合抑制効果について考察する． 

次に，第 5 章では，表面リアクタンスを設計したマントルクロークによるア

ンテナの相互結合抑制について検討する．まず，表面リアクタンスを制御するこ

とで，動作周波数の間隔が狭い 2 つのマントルクロークアンテナを設計する．

次に，設計した 2 つのマントルクロークアンテナを配置したときのアンテナの

相互結合抑制効果を確認する．最後に，ストリップ導体を用いたマントルクロー

クアンテナの実構造を設計し，アンテナ特性およびアンテナの相互結合抑制効

果を確認する． 

第 6 章では，ストリップ導体を用いた広帯域マントルクロークアンテナによ

るアンテナの相互結合抑制について検討する．まず，低誘電率の誘電体で被覆し

たダイポールアンテナの表面リアクタンスを制御することで，動作周波数近傍

で帯域阻止特性が得られることを示し，マントルクロークアンテナの動作周波

数と阻止周波数の周波数間隔の可変範囲を明らかにする．次に，ストリップ導体

を用いて，マントルクロークアンテナの実構造を設計し，アンテナの動作原理と

アンテナ特性について検討する．次に，マントルクロークアンテナを試作・測定
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することで，シミュレーション結果の妥当性を確認する．最後に，設計したマン

トルクロークアンテナによるアンテナの相互結合抑制効果を確認する． 

最後に，第 7 章は結論として，本論文のまとめを述べる． 

 

 

図 1.8 本論文の構成 

 

  

第2章
MLCCを用いた負透磁率媒質

第3章
MLCCを用いた
電波吸収体による

アンテナの相互結合抑制

第4章
MLCCを用いた

円筒クローキングによる
アンテナの相互結合抑制

第5章
表面リアクタンスを設計した
マントルクロークによる
アンテナの相互結合抑制

第6章
ストリップ導体を用いた

広帯域マントルクロークアンテナ
によるアンテナの相互結合抑制

第7章
結論

電波吸収体および
円筒クローキングによる
アンテナの相互結合抑制

マントルクロークによる
アンテナの相互結合抑制

第1章
序論
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第 2 章 積層セラミックコンデンサ(MLCC) 

からなる負透磁率媒質 

2.1 まえがき 

本章では，MLCC が負透磁率を示すことを実証するために，MLCC からなる

負透磁率媒質について検討する．初めに，誘電体基板上に配置した MLCC から

なる積層型メタマテリアル構造を試作し，測定により，MLCC が実効比透磁率

を示すことを確認する．次に，測定結果より MLCC の内部構造を推定し，誘電

体基板上に MLCC を配置する単位セルを設計する．電磁界シミュレーションに

よる単位セル構造の S パラメータを求め，得られた S パラメータから単位セル

構造の実効比誘電率および比透磁率を算出する．最後に，設計した単位セル構造

からなる積層型メタマテリアルを構成し，電磁界シミュレーションによる|S21|特

性を解析し，測定結果と比較することで，シミュレーションの妥当性を確認する． 

2.2 MLCCからなる積層型メタマテリアルの試作構造及び

測定結果 

ストリップ導体をカットオフ周波数以下となる間隔で配置することで，実効

比誘電率が負となるため，負の実効比透磁率を示す MLCC と組合せることでメ

タマテリアルを構成できると考えられる．よって，ストリップ導体と MLCC か

らなる積層型メタマテリアルを試作し，動作を確認する．試作した構造を図 2.1

に示す．厚さ 0.75 mm，比誘電率r = 3.7 の Megtron6 誘電体基板上に MLCC を周

期的に配列したメタ表面を 5 層に積層化しており，基板間隔が 1.0 mm となるよ

うにプラスチックケースで固定している．10 GHz 以下のカットオフ周波数とな

るように，幅 0.5 mm の 2 つのストリップ導体の間に，2 個 MLCC を配置した単

位セルとして，横軸に 5 セル，縦軸に 24 セルのメタ表面を試作した．また，

MLCC の内部構造が未知であることから，静電容量 1 pF の MLCC を使用した． 

図 2.2 に 2 GHz から 18 GHz までの測定結果を示す．10 GHz 以下の周波数帯

域は，ストリップ導体に平行な入射偏波に対し，カットオフとなるため，|S21|は

低下する．この帯域で MLCC が共振する場合は，実効比誘電率と透磁率が同時

に負となるため，通過帯域が現れるはずである．しかし，測定結果からは通過帯

域を確認できない．また，10 GHz 以上では，実効比誘電率は正となるため，MLCC

が共振する周波数帯は阻止帯域となる．したがって，MLCC の共振周波数は 18 
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GHz 以上であると考えられる．そこで，18 GHz から 26 GHz までの|S21|特性の測

定結果を図 2.3 に示す．図 2.3 から，23 GHz 付近で阻止帯域が存在することが確

認できる．以上より，MLCC が 23 GHz 付近で実効比透磁率が負となる可能性が

示されたので，次に，MLCC の内部構造について推定する． 

 

 

(a) 全体図                    (b) 拡大図 

図 2.1 試作構造 
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図 2.2 2 GHz から 18 GHz までの実験結果(|S21|特性) 
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図 2.3 18 GHz から 26 GHz までの実験結果(|S21|特性) 

 

2.3 MLCC の内部構造の推定 

2.3.1 MLCC 構造の簡略化 

MLCC の基本構造を図 2.4 に示す．MLCC はセラミック誘電体，外部電極，複

数の内部電極，障壁およびメッキから構成されており，セラミック誘電体と電極

を層状に積み重ねて一体化した構造になっている[112][113]．内部電極および外

部電極は銅またはニッケル，障壁はニッケル，メッキはスズの材質が使用される．

MLCC の負の透磁率となる共振モードの電流分布を図 2.5 に示す．MLCC の共

振モードはループ状に電流が流れる共振であり，電流が最も外側の層に多く流

れ，中心部に向かう電極に従って少なくなる．したがって，中心部の電極が影響

はないので省略でき，内部電極が上下に 2 層ずつだけの解析モデルとして近似

することができる[105]．そこで，MLCC の障壁，メッキおよび中心部の内部電

極を削除し，MLCC の構造を簡略化する．簡略化した構造を図 2.6 に示す． 
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図 2.4 MLCC の基本構造 

 

 

図 2.5 負の透磁率となる共振モードの電流分布 

 

                 (a) MLCC                             (b) 断面図 

図 2.6 MLCC の簡略化した構造 
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2.3.2 単位セル構造の設計 

MLCC を用いたメタマテリアルの単位セル構造を図 2.7 に示す．幅 0.5 mm の

ストリップ導体の間に，厚さ 0.75 mm，比誘電率b = 3.7 の誘電体基板上に MLCC

を 2 個配置している．MLCC の外形寸法は 1.25 mm × 0.85 mm × 2.2 mm であ

り，内部の誘電体の比誘電率はin = 25 である．また，MLCC の内部電極は間隔

g，電極長 l，電極幅 1.15 mm であり，銅でモデル化した．  

 

 

(a) 単位セル構造                     (b) 断面図 

図 2.7 単位セル構造 

z偏波の平面波が x軸方向に入射するとき内部電極の間を磁束が貫くのでルー

プ状の共振が生じる．23 GHz の周辺において帯域阻止するように，MLCC の内

部構造パラメータを調整した． 

電極間隔 g を変化させた場合の|S21|特性を図 2.8 に示す．電極長 l を 1.4 mm で

固定し，電極間隔 g を 0.05 mm から 1.0 mm に変化させた．間隔を広げると，共

振周波数は高周波化することわかる． 

電極長 l を変化させた場合の|S21|特性を図 2.9 に示す．電極間隔 g を 0.1 mm で

固定し，電極長 l を 1.4 mm から 1.0 mm まで 0.2 mm 刻みで変化させた．電極長

を短くすると，共振周波数は高周波化することがわかる．また，電極長 l を 1.1 

mm 以下にすると，内部電極は重ならなくなる．そこで，内部電極を同一平面と

なる g = 0 mm にモデルを変更した．内部電極が同一平面における電極長 l の変

化による|S21|特性を図 2.10 に示す．電極長 l = 0.5 mm としたとき，共振周波数は

22.74 GHz になることが確認できる． 
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(a) 断面図                          (b) |S21|特性 

図 2.8 電極間隔 g による|S21|特性の変化 

 

 

(a) 断面図                          (b) |S21|特性 

図 2.9 電極長 l による|S21|特性の変化 
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(a) 断面図                          (b) |S21|特性 

図 2.10 内部電極同一平面時における電極長 l による|S21|特性の変化 

 

22.74 GHz で共振した単位セル構造を図 2.11 に示す．図 2.11(a)の単位セルの

側面に周期境界条件を適用し，固有モード解析[114]により求めた分散特性を図

2.12 に示す．図 2.12 から，22.3 GHz から 22.8 GHz の周波数帯においてバンドギ

ャップが存在することがわかる．1.3 節で述べたように，MLCC は共振周波数の

近傍で実効比透磁率が負となるため，22.74 GHz の周辺において，電磁波の伝搬

ができなくなることがわかる． 

 

(a) 単位セル構造                        (b) MLCC 

図 2.11 22.74 GHz で共振した単位セル構造 
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図 2.12 分散特性 

2.3.3 実効比誘電率および比透磁率の算出 

媒質定数の代表的な実効比誘電率および透磁率は，伝送線路の S パラメー

タから求めることができる．以下におよびの計算するために，材料定数算出法

の過程を示す[115]．まず，S パラメータを以下の式(2-1)および式(2-2)を用いて

ABCD マトリックスに変換する． 
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ここで，d は単位セル構造の周期長である．A と D により伝播定数が求まり，

とにより特性インピーダンス Zcが求まる．したがって，伝搬定数と特性イン

ピーダンス Zcは次式で求めることができる． 

 

( )

11
cosh

2

sinh
c

A D

d

B
Z

d





− + 
=  

 

=

 (2-3) 

複素誘電率および透磁率は 

 1

c

c

j Z

Z
j











=

=

 (2-4) 

であるので，式(2-3)のおよび Zc を代入することで，媒質の実効比誘電率及び

透磁率が得られる． 

図 2.13 に単位セル構造の S パラメータを算出するための解析モデルを示す．

単位セル構造の±x 軸方向に，入出力線路を追加し，Floquet ポートで励振する．

また，解析空間の上下面，側面には周期境界条件(Periodic Boundary Condition: 

PBC)を適用する．解析用に設けた入出力線路をディエンベディングし，単位セ

ル構造の S パラメータを求める． 

 

図 2.13 解析モデル 
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得られた S パラメータから，単位セル構造の実効比誘電率および透磁率の

虚部，実部を算出した結果を図 2.14 に示す．図 2.14(a)から，実効比誘電率の実

部が 20 GHz から 26 GHz の周波数において，正になることがわかる．図 2.14(b)

から，実効比透磁率の実部が 22.6 GHz から 23.2 GHz の周波数帯において，負と

なることがわかる．図 2.12 に示すバンドギャップの帯域と比べると，高域にシ

フトすることがわかる．図 2.12 に示す分散特性は固有モードにより無限で計算

した結果であり，S パラメータの計算は x 軸方向の単位的に求めた結果であるた

め，分散特性と S パラメータから算出した実効比誘電率および比透磁率の結果

は少しずれていることが考えられる． 

 

(a) 実効比誘電率 

 

(b) 実効比透磁率 

図 2.14 実効比誘電率および透磁率の算出結果 
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2.3.4 |S21|特性の比較 

MLCC を用いた積層型メタマテリアルの構造を図 2.15 に示す．MLCC を誘電

体基板上に配置したメタ表面を 5 層に積層化しており，各層の間隔は図 2.15(b)

のように 0.15 mm の隙間を設けている．単位セルサイズは図 2.11 に示した単位

セル構造と同様，1.75 mm × 10 mm × 5 mm とし，0.85 mm × 1.25 mm × 2.2 mm の

MLCC を 2 個配置した．MLCC の内部電極は銅でモデル化している．MLCC の

内部誘電体の比誘電率in = 25，基板の比誘電率b = 3.7 とした． 

図2.16に5層のときの解析モデルを示す．解析空間の上下面を完全導体(Perfect 

Electric Conductor: PEC)とし，側面を完全磁性体(Perfect Magnetic Conductor: PMC)

とした．平面波は+x 軸方向から入射される．また，解析には有限要素法を用い

た． 

5 層のときの|S21|特性を図 2.17 に示す．図 2.17 から，22.6 GHz から 23.2 GHz

の周波数帯において阻止帯域が存在することがわかる．この帯域は単位セル構

造の実効比透磁率が負となる帯域と一致していることが確認できる． 

 

 

 

 

 

 

(a) 積層型構造                     (b) 断面図 

図 2.15 積層型メタマテリアル 
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図 2.16 解析モデル(5 層のとき) 

 

 
 

図 2.17 |S21|特性(5 層のとき) 

PEC

PEC

PMC

PMC

Port 1

Port 2

k

z

x

y

18 19 20 21 22 23 24 25 26
-45

-40

-35

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0
 

 

|S
2
1
| 
[d

B
]

Frequency [GHz]

22.6 GHz 23.2 GHz



27 

 

|S21|特性の実験結果との比較を図 2.18 に示す．実験結果と比較すると，シミュ

レーション結果は同じ 23 GHz 付近で共振していることが確認できる．しかしな

がら，実験結果の阻止帯域は広帯域となる． 

 
図 2.18 測定結果との比較 

2.4 測定結果の考察 

シミュレーション結果と比較して測定結果の阻止帯域が広帯域になった要因

について考察を行う． 

2.4.1 電極の導電率による影響 

電極は銅でモデル化しており，導電率は 5.8 × 107 S/m となっている．この導

電率を低下させたときの解析結果を図 2.19 に示す．|S21|特性を見ると，共振周波

数は低周波化し，阻止帯域は広帯域となることがわかる． 
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図 2.19 電極の導電率による|S21|特性 

2.4.2 MLCC の誘電正接による影響 

MLCC の誘電正接による解析結果を図 2.20 に示す．MLCC の誘電正接 tanを

0 から 0.1 まで増加させたとき，|S21|特性を見ると，共振周波数は低周波化し，

阻止帯域は広帯域となることがわかる．また，tan = −のときに阻止帯域は実

験結果とほぼ一致した． 

 
図 2.20 MLCC の誘電正接による|S21|特性 
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2.4.3 ばらつきによる影響 

メタ表面を試作するにあたり，使用した MLCC の静電容量は 1 pF である．ま

た，製品の許容誤差は±0.25 pF(±25%)である．そこで，MLCC の静電容量のばら

つきによる影響を確認する． 

静電容量が許容誤差内となる MLCC の内部電極長 l を明らかにするための解

析モデルを図 2.21 に示す．MLCC 単体をマイクロストリップ基板上に配置した

ときの S パラメータから MLCC の静電容量を計算できる[116]．基板の比誘電率

はr = 2.6 であり，マイクロストリップラインは特性インピーダンスが 50 Ω であ

る．また，MLCC の静電容量の計算式は次式のようになる[116]． 

 
2 2 2

21 21

2

0 21

1
2

r i

s i

S S
C

Z S



 

  +
= − 

 
 (2-5) 

ここで，およびsは角周波数および直列共振時の角周波数であり，S21rおよ

び S21iは S21の実部および虚部である． 

図 2.22 に 22.74 GHz で共振した単位セルの MLCC の静電容量を示す．そのと

き，MLCC の静電容量は 0.150 pF であることから，上限を＋25%の 0.188 pF，下

限を −25%の 0.113 pFの範囲となるよう電極長 lを調整した結果を表 2.1に示す．

表 4.1 の解析結果から，l = 0.65 mm とすると静電容量は 0.186 pF，l = 0.35 mm と

すると 0.118 pF となった．l = 0.65 mm および l = 0.35 mm としたときの単位セル

の解析結果を図 2.23 に示す．l = 0.35 mm とすると阻止帯域が広帯域化すること

がわかる．また，3 層積層時の解析結果を図 2.24 に示す．ここで，1 層目は l = 

0.35 mm，2 層目は l = 0.50 mm，3 層目は l = 0.65 mm とした．図 2.24(b)から，各

電極長の単位セルの共振周波数において，阻止帯域が確認できる． 
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図 2.21 MLCC の静電容量を計算するための解析モデル 

 

図 2.22 22.74 GHz で共振した MLCC の静電容量 
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表 2.1 静電容量が許容誤差内となる内部電極長 

 

l [mm] C [pF] 0.150 pF に対する誤差[%] 

0.50 0.150 0.0 

0.60 0.170 +13.3 

0.65 0.186 +24.0 

0.66 0.188 +25.3 

0.70 0.200 +33.3 

… … … 

0.40 0.128 −14.7 

0.35 0.118 −21.3 

 

 

 

 

(a) l = 0.65 mm                      (b) l = 0.35 mm 

図 2.23  l = 0.65 mm および l = 0.35 mm のときの単位セルの解析結果 
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(a) 解析モデル 

 

(b) 3 層積層のときの S パラメータ 

図 2.24 3 層積層時の解析結果 

 

次に，静電容量のばらつきを推定した解析モデルを図 2.25(a)に示す．ばらつ

きの分布は，実験結果から 21.6 GHz，22.0 GHz，22.3 GHz，23.0 GHz 及び 23.1 

GHz で共振する静電容量のものが多くあると仮定し，電極長 l を調整した．l = 

0.540 mm，l = 0.528 mm，l = 0.515 mm および l = 0.490 mm のとき，共振周波数
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はそれぞれ 21.6 GHz，22.0 GHz，22.3 GHz および 23.1 GHz となり，静電容量は

0.156 pF，0.155 pF，0.152 pF および 0.148 pF となった．この静電容量のモデルと

l = 0.5 mm の 5 種類を使用し，5 層積層したモデルを解析した．図 2.25(b)から，

透過特性|S21|は単位セルより広帯域となった． 

 

(a) 解析モデル 

 

(b) 5 層のときの解析結果 

図 2.25 静電容量のばらつきを推定したモデル 
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2.7 まとめ 

本章では，MLCC が負透磁率を示すことを実証するために，MLCC からなる

負透磁率媒質について検討した．誘電体基板上に配置した MLCC からなる積層

型メタマテリアル構造を試作し，実験により，MLCC が実効比透磁率を制御で

きることを明らかにした． 

 

(1) 試作構造および実験結果 

 誘電体基板上に MLCC を配置したメタ表面を 5 層に積層化することで，試

作し，実験を行った．実験結果によると，23 GHz の周辺において，阻止帯域が

存在することが確認できた． 

 

(2) MLCC の内部構造の推定 

はじめに，誘電体基板上に MLCC を配置する単位セル構造を提案し，MLCC

の内部電極及び電極間隔による特性変化を調べ，22.74 GHz で共振する単位セル

を設計した．また，固有モード解析により，設計した単位セル構造の分散特性を

求めた．22.3 GHz から 22.8 GHz の周波数帯において，バンドギャップが存在す

ることが確認できた． 

また，電磁界シミュレーションによる単位セル構造の S パラメータを求め，

得られた S パラメータから単位セル構造の実効比誘電率および透磁率を算出し

た．22.6 GHz から 23.2 GHz の周波数帯において，実効比透磁率が負となること

を確認し，バンドギャップの帯域と比較すると，ほぼ一致することがわかった． 

 

(3) MLCC を用いた積層型メタマテリアル 

設計した単位セル構造からなるメタ表面を 5 層に積層化し，積層型メタマ

テリアルを構成した．5 層のときの|S21|特性について電磁界シミュレーションに

より，22.6 GHz から 23.2 GHz の周波数帯において阻止帯域が確認し，単位セル

構造の実効比透磁率が負となる帯域と一致していることが確認できた．実験結

果と比べて解析結果は同じ 23 GHzの付近において共振していることが確認した

が，実験結果が広帯域となった．そこで，実験結果が広帯域となった原因につい

て，電極の導電率，MLCC の誘電正接および MLCC のばらつきの影響を検討し

た．MLCC の誘電正接および MLCC のばらつきを考慮することで，解析結果が

広帯域となることが確認できた． 
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第 3 章 MLCC を用いた電波吸収体による 

アンテナの相互結合抑制 

3.1 まえがき 

現在，携帯電話などの様々な機器にアンテナが利用されており，人体への影響

低減や不要な電磁波の抑制が必要となっている[117]．そのため，電波環境を改

善するために，電波吸収体が用いられている[118]．電波吸収体には，磁性体や誘

電体を用いた誘電体損失が一般的に使用されており，このような電波吸収体は

斜入射特性や両偏波特性を有するには厚さを持たせる必要がある．そこで，電波

吸収体の薄型化も検討されているが，特殊な材料を使用するため製作コストが

高くなる問題がある．  

この問題を改善するためには，近年，メタ表面による電磁波の抑制が期待され

ている[39]．典型的なメタ表面としては，誘電体基板上に金属パッチを周期配列

した構造が挙げられる[101]．誘電体基板と金属パッチの寸法によって動作周波

数を設計することででき，安価に製作が可能である．しかし，単位セル構造の大

きさは 0.25であり，ウェアラブル端末などの小型な対象へ装荷する場合，周期

性を維持して装荷することができない．また，次世代の移動通信や放送では，大

容量通信の実現のため，準ミリ波以上の周波数帯への移行が検討されている．こ

れらのシステムにおいても，小型な対象への吸収体装荷の要求が増大すると考

えられる．そこで，小型な対象に装荷する場合，メタ表面を構成する単位セル構

造が小型であることが有利といえる． 

一方で，MLCC を用いて，負の透磁率を示す帯域が存在することが確認され

ている[106]．MLCC の内部電極の間を磁束が貫くことにより，電流が流れる．

負透磁率を示す周波数帯域においては，電流がループ状に周回し，SRR と似た

等価回路となる．また，MLCC が小型であるため，メタマテリアルを構成する単

位セル構造の小型化が可能である．このことから，SAR 抑制を目的として，タ

ブレット PC の 1.9 GHz 帯のアンテナの近傍のプリント基板上に両面テープで

MLCC を交互配置したものが提案されている[107]．これは，MLCC が持つ LC 共

振を利用している．しかし，この研究では，2 GHz 帯近傍での応用のみが検討さ

れている．そこで，MLCC の内部構造を観察し，MLCC を用いた 20 GHz 付近で

の電波吸収体が設計されている[119][120]．しかし，MLCC のメッキ部分を考慮

していないため，吸収周波数の解析結果は測定結果と比べて，10 GHz 低周波化

している．また，MLCC の内部構造の変化により，先に述べた準ミリ波以上の周

波数帯で負透磁率を実現できるかは明らかになっていない．そこで，本章では，
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基本モデルによる設計された MLCC を用いることで，28 GHz 帯付近で動作する

電波吸収体を設計し，その周波数帯でのアンテナの相互結合抑制について検討

する．初めに，MLCC の構造を設計し，MLCC の動作原理を確認する．次に，

MLCC を用いた単位セル構造を提案し，単位セルの周期長，偏波面の変化によ

るモノスタティック RCS 特性を調べる．得られた結果を用いて，偏波依存電波

吸収体を設計し，有限構造の解析を行う．次に，MLCC を用いた偏波依存電波吸

収体を試作・測定し，シミュレーション結果の妥当性を確認する．最後に，設計

された電波吸収体を用いて，アンテナの相互結合抑制の効果を確認する． 

3.2 MLCC の構造および動作原理  

MLCC の構造を図 3.1 に示す．MLCC の詳細な内部構造が不明であるため，

MLCCの基本モデルを基にしてモデル化している[113]．MLCCの外形寸法は0.52 

mm × 0.52 mm × 1.04 mm であり，セラミック誘電体，メッキ，障壁，外部電極お

よび内部電極によって構成されている．MLCC の内部電極および外部電極は銅，

障壁はニッケル，メッキ部分はスズの材質がモデル化されている．内部誘電体の

比誘電率は 21 であり，メッキ部分の長さは 0.28 mm である．内部電極を 2 枚 1

組として平行平板コンデンサを形成し，上下に 2 組を配置した．内部電極の長

さは 0.585 mm であり，電極の厚みは 0.015 mm である．また，図 3.1(b)に示すよ

うに，−z 軸方向からみたとき，内部電極の間隔は 0.06 mm, 0.03 mm および 0.06 

mm である．  

図 3.2 に MLCC の実効比透磁率の解析結果を示す．MLCC の実効比透磁率は

平面波を入射したときの S パラメータから求められた．入射電界が MLCC の長

手方向と平行になる場合，29.6 GHz 付近で共振が発生しており，29.6 GHz から

30.8 GHz の範囲において MLCC の実効比透磁率は負となっている．しかし，入

射電界が MLCC の長手方向と垂直になる場合，28 GHz から 31 GHz の範囲にお

いて，MLCC の実効比透磁率は変化せず，MLCC の共振が生じない．図 3.3 に

29.6 GHzにおける MLCC の内部電極の電流分布を示す．図 3.3(a)に示すように，

入射電界に対し MLCC を平行に配置した場合，MLCC の内部電極に流れるルー

プ状の電流が発生していることを確認できる．しかし，入射電界に対し MLCC

を垂直に配置した場合，磁束が MLCC 内部を貫かないため，MLCC は反応しな

いことがわかる．以上のことから，MLCC は入射電界に対し平行に配置した場

合のみ反応しており，偏波に依存することがわかった． 
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(a) 鳥瞰図                      (b) 断面図 

図 3.1 MLCC の構造 

 

図 3.2 MLCC の実効比透磁率 

 

 

(a) 電界に対し平行に配置          (b) 電界に対し垂直に配置 

図 3.3 29.6 GHz における MLCC の電流分布 

3.3 MLCC を用いた電波吸収体 

本節では，MLCC を用いた偏波依存電波吸収体の設計について検討する．

MLCC を用いた偏波依存メタ表面を図 3.4 に示す．MLCC は誘電体基板上に一
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定の向きで配列される．MLCC を一定の向きで配置した場合，偏波によっては，

MLCC が反応しないため，偏波に依存した構造となる．基板裏面は地板として

銅箔が貼り付けられている．また，本章では，MLCC の負透磁率となる共振モー

ドを利用した電波吸収体を設計することが目的であり，基板の誘電体損失につ

いては考慮する必要がないため，一般的によく用いられているガラスエポキシ

基板(FR-4)を用いる．FR-4 は様々な厚さの種類があり，比較的に安価かつ容易に

入手することができる． 

 

図 3.4 MLCC を用いた偏波依存メタ表面  

3.3.1 単位セル構造 

単位セル構造を図 3.5 に示す． 比誘電率 4.1，誘電正接 0.02 の FR-4 誘電体基

板上に MLCC を配置し，地板として基板裏面を PEC でモデル化している．基板

厚は 0.8 mm であり，単位セル構造の周期長を t [mm]とした．また，MLCC は，

MLCC の長手方向と入射電界が平行となるように配置する．RCS 減衰特性を解

析するために，図 3.5 に示すように，単位セル構造の側面に周期境界条件，上面

に放射境界を適用している．RCS 減衰量はメタ表面と同じ寸法の金属板の RCS

値の差分に基づいて求めた． 
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図 3.5 単位セル構造 

3.3.2 周期長の変化によるモノスタティック RCS 特性 

周期長 t を 4.0 mm から 1.5 mm まで変化させたときのモノスタティック RCS

減衰特性を図 3.6 に示す．周期長を短くすると減衰量が大きくなることがわか

る．t = 1.5 mm としたとき，29.8 GHz においてモノスタティック RCS 減衰量は

約 30 dB となる．このことから，MLCC を密に配列するほど，減衰量が大きくな

ることがわかる． 

 

図 3.6 周期長の変化によるモノスタティック RCS 特性 
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3.3.3 偏波面の変化によるモノスタティック RCS 特性 

次に，周期長 t = 1.5 mm を固定し，偏波面を = 0º から = 90º まで変化させた

ときのモノスタティック RCS 特性を解析した．偏波面による影響を図 3.7 に示

す．偏波面を 90º に近づけていくと，モノスタティック RCS 減衰量は低下して

いき， = 90º とした場合，金属板とほぼ同じとなる．偏波面を傾けると，入射

電界と MLCC が直交するようになり，磁束が十分に貫かないため，MLCC の共

振が生じない．このことから，MLCC を一定の向きで配列した場合，偏波に依存

するメタ表面となることを確認することができた． 

 

図 3.7 偏波面の変化によるモノスタティック RCS 特性 

3.3.4 有限構造の解析結果 

共振周波数に対して，十分に MLCC が配列されるよう，30 GHz の 15 ×15の

大きさとなる mm ×  mm のメタ表面を試作し，測定により妥当性を検証

していく．MLCC を密に配列するほど減衰量は大きいため，単位セル構造の周
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上に配列される MLCC の数は 10,000 個となるため，解析に要する時間が膨大と
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造のインピーダンスの解析結果を示す．MLCC の共振周波数付近でインピーダ

ンスが変化していることがわかる． 

28.0 28.5 29.0 29.5 30.0 30.5 31.0
-35

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

R
C

S
 R

ed
u
ct

io
n
 [

d
B

]

Frequency [GHz]

 = 0 deg.

 = 45 deg.

 = 90 deg.



41 

 

 

 

 

図 3.8 単位セルのインピーダンスの解析モデル 

 

図 3.9 単位セルのインピーダンス特性 
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空間の側面と上面に放射境界条件を適用し，底面に図 3.8 の解析結果を表面イン

ピーダンス境界条件として適用する．表面インピーダンス境界条件を用いた有

限構造の解析結果を図 3.11 に示す．29.8 GHz において約 30 dB の減衰量が得ら

れており，周期境界条件を適用した単位セル構造の解析結果とよく一致してい

ることがわかる． 

 

図 3.10 表面インピーダンス境界条件を用いた有限構造の解析モデル 

 

 

図 3.11 表面インピーダンス境界条件を用いた解析結果  

 

3.4 試作構造および測定結果 

本節では，シミュレーションの妥当性を確認するために，3.3 節で設計した偏

波依存電波吸収体を試作し，モノスタティック方式による RCS 測定を行い，シ

ミュレーション結果と比較する． 

150mm 150mm

k

E

Radiation

x y

z
q



Surface impedance boundary

Radiation

RadiationRadiation

Radiation

28.0 28.5 29.0 29.5 30.0 30.5 31.0
-35

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

R
C

S
 R

ed
u

ct
io

n
 [

d
B

]

Frequency [GHz]

Periodic structure

Surface impedance boundary condition



43 

 

3.4.1 試作構造 

図 3.12 に 100 セル× 100 セルからなる偏波依存電波吸収体の試作構造を示す．

試作構造の大きさは 150 mm × 150 mm，単位セルの周期長は 1.5 mm，厚さ 0.8 

mm の FR-4 誘電体基板上に合計 10,000 個の MLCC が配列されている．誘電体

基板の比誘電率は 4.1，誘電正接は 0.02 である．MLCC は村田製作所製を使用し

ており，型番は GJM1555C1H1R5CB01，静電容量は 1.5 pF である．また，基板

の裏面には銅板を貼り付けている． 

MLCC の実装には，リフローはんだ方式により実装を行う．リフローはんだ

を行うためには，MLCC を実装する箇所にランドを設ける必要がある．試作に

使用したランドパターンを図 3.13 に示す．単位セル内に 0.6 mm × 0.35 mm のラ

ンドを 2 つ設け，その上に MLCC を実装する． 

 

 

(a) 100 セル×100 セルの電波吸収体          (b) 拡大図 

図 3.12 試作構造 
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図 3.13 ランドパターン 

3.4.2 測定系の概要 

モノスタティック RCS の測定系の上面図を図 3.14 に示す．メタ表面の試作構

造はサポートパイロンの上に置かれ，直径 1.7 mm の反射鏡により，遠方界の測

定を可能としている．ダイナミックレンジを改善するため，メタ表面と同寸の金

属板によりレスポンス校正を行い，S21の値を 0 dB に校正する．測定周波数は 28 

GHz から 31 GHz とし，ネットワークアナライザのタイムドメイン機能により不

要な反射波を除去している．メタ表面を配置し，反射波の立ち上がりの節と立下

りの節を基準にゲート幅を設定する[121]．メタ表面の S21タイムドメイン特性を

図 3.15 に示す．ゲート幅は反射波の最大値の最大値を 0 ns として，−0.25 ns か

ら 0.95 ns の 1.2 ns とした． 

 

図 3.14 モノスタティック RCS 測定系の概要 
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図 3.15 タイムドメイン特性 

3.4.3 モノスタティック RCS の測定結果 

MLCC は偏波に依存することを実証するために，試作したメタ表面は両偏波

で測定を行う．両偏波特性の概念を図 3.16 に示す．電界と磁界に対して，TE 

(Transverse Electric)入射や TM (Transverse Magnetic)入射と区別して呼んでいる．

TE 入射とは，入射波と反射波で構成される入射面に電界が垂直な場合を示して

いる．TM 入射とは，入射面に磁界が垂直な場合を示している． 

 

 

 

図 3.16 両偏波特性 
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図 3.17に試作したメタ表面のモノスタティック RCS減衰特性の測定結果を示

す．TE 入射時(入射電界が MLCC の長手方向と平行)では，29.75 GHz において

モノスタティック RCS が約 28.5 dB 減衰していることを確認できる．しかし，

TM 入射時(入射電界が MLCC の長手方向と垂直)では，モノスタティック RCS

が減衰せず，金属板とほぼ同様に反射している．図 3.18 にモノスタティック RCS

パターンの測定結果を示す．周波数特性の測定結果から，RCS 減衰量が最大と

なる周波数におけるパターンを示している．TE 入射の場合，モノスタティック

RCS 値は，すべての入射角度において，−10.5 dBsm 未満となる．一方，TM 入射

の場合， = −30º から = 30º までの範囲でモノスタティック RCS 値が大きいこ

とがわかる．以上の測定結果から，MLCC が偏波に依存することとシミュレー

ション結果の妥当性を確認することができた． 

 

図 3.17 モノスタティック RCS 減衰特性の測定結果 

 

図 3.18 モノスタティック RCS パターンの測定結果 
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3.5 アンテナの相互結合抑制効果の確認 

本節では，MLCC を用いた偏波依存電波吸収体を用いてアンテナの相互結合

抑制効果を確認する．図 3.19 にアンテナの相互結合を計算するための解析モデ

ルを示す．まず，28 GHz および 29.8 GHz で動作する 2 つのダイポールアンテナ

を設計する．図 3.19 に示すように，2 つのダイポールアンテナの長さはそれぞ

れ 4.7 mm と 4.4 mm である．2 つのダイポールアンテナの間隔を 29.8 GHz の 1

とし，その間に MLCC を用いた電波吸収体を配置したときの|S21|特性を解析し

た．電波吸収体のサイズは 15 mm × 15 mm である． 

解析した|S21|特性を図 3.20 に示す．電波吸収体を配置することによって，29.6 

GHz において|S21|は減衰しており，電波吸収体を配置しない場合と比べて，相互

結合は約 12 dB 抑制されていることが確認できる．図 3.21 にサイズ 15 mm × 15 

mm の MLCC を用いた電波吸収体の RCS 減衰特性を示す．29.8 GHz 付近におい

て，モノスタティック RCS の減衰量は約 12 dB となり，アンテナの相互結合減

衰量とほぼ同様であることがわかる． 

 

 

 

 
(a) 鳥瞰図               (b) 断面図 

図 3.19 アンテナの相互結合を計算するための解析モデル 
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図 3.20 |S21|特性 

 

図 3.21 サイズ 15 mm × 15 mm の電波吸収体の RCS 減衰特性 

 

図 3.22 に 29.8 GHz における MLCC を用いた電波吸収体を配置したときの電

界分布を示す．ここで，ダイポールアンテナ 2 を励振し，ダイポールアンテナ 1

は 50 Ω 終端している．電波吸収体を配置しない場合はダイポールアンテナ 2 か

ら放射された電界はダイポールアンテナ 1 に強く励振していることがわかる．

一方，電波吸収体を配置すると，ダイポールアンテナ 1 にはほとんど励振され

ていないことがわかる． 

図 3.23 に 29.8 GHz におけるダイポールアンテナ 2 の放射パターンを示す．図

3.23 に示すように，電波吸収体を配置すると，ダイポールアンテナ 2 の放射パ

ターンは元のアンテナの放射パターンからは大きく変化していることがわかる．

以上のことから，MLCC を用いた電波吸収体を配置することで，アンテナの相

互結合を抑制できるが，アンテナ特性は変化してしまうことがわかる． 

25.0 27.5 30.0 32.5 35.0
-35

-30

-25

-20

-15

|S
2

1
| [

d
B

]

Frequency [GHz]

w/o RAM

with RAM

12 dB

25.0 27.5 30.0 32.5 35.0
-15

-10

-5

0

R
C

S
 R

ed
u

ct
io

n
 [

d
B

]

Frequency [GHz]

12 dB



49 

 

 

(a) 2 つのアンテナのみ    (b) 電波吸収体を配置した場合 

図 3.22 電波吸収体を配置したときの電界分布 

 

 

図 3.23 29.8 GHz におけるダイポールアンテナ 2 の放射パターン 
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位セル構造に平面波を入射したときの S パラメータから実効比透磁率を算出し

た．入射電界が MLCC の長手方向と平行になる場合，共振周波数において実効

比透磁率が負となり，MLCC の内部電極に流れるループ状の電流が発生するこ

とを確認した．一方，入射電界が MLCC と垂直になる場合，MLCC の実効比透

磁率が正となり，MLCC が反応しない．したがって，MLCC は入射電界に対し

平行に配置した場合のみ反応しており，偏波に依存することがわかった． 

 

(2) MLCC を用いた偏波依存電波吸収体 

はじめに，FR-4 誘電体基板上に MLCC を配置する単位セル構造を提案し，単

位セル構造の周期長および偏波面の変化によるメタ表面のモノスタティック

RCS 特性を調べた．その結果，単位セル構造の周期長を 1.5 mm としたとき，モ

ノスタティック RCS の減衰量が最大となることを確認した．また，入射する偏

波面を変化させて解析を行い，MLCC からなるメタ表面は偏波に依存すること

を確認できた． 

次に，設計した単位セル構造から MLCC を用いた電波吸収体の有限構造を構

成し，表面インピーダンス境界条件を適用することで，モノスタティック RCS

特性を解析した．その結果，29.8 GHz において約 30 dB の減衰量が得られてお

り，周期境界条件を適用した単位セル構造の解析結果とよく一致していること

がわかった． 

最後に，MLCC を用いた偏波依存電波吸収体を試作し，それぞれ TE 入射およ

び TM 入射において測定を行った．TE 入射時では，29.75 GHz においてモノス

タティック RCS が約 28.5 dB 減衰しており，TM 入射時では，金属板とほぼ同様

に反射していることを確認できた．以上のことから，MLCC が偏波に依存する

こととシミュレーション結果の妥当性を確認することができた．また，従来のメ

タ表面の単位セルサイズ(0.25)と比較すると，MLCC を用いることで，0.11 ま

で小型化できることがわかった． 

 

(3) アンテナの相互結合抑制効果の確認 

MLCC を用いた電波吸収体によるアンテナの相互結合抑制効果を確認するた

めに，28 GHz および 29.8 GHz で動作する 2 つのダイポールアンテナを設計し，

2 つのアンテナの間にサイズ 15 mm × 15 mm の電波吸収体を配置したときの相

互結合特性を解析した．電波吸収体を配置しない場合と比べて，29.8 GHz 付近

において，相互結合は約 12 dB 抑制しており，同寸の電波吸収体の減衰量とほぼ

同様であることがわかった．しかし，電波吸収体の配置により，アンテナの放射

パターンが変化してしまうことを確認した． 
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第 4 章 MLCC を用いた円筒クローキング 

によるアンテナの相互結合抑制 

4.1 まえがき 

近年，物体を特殊な材料で覆うことにより外部の電波から内部を遮蔽するク

ローキング技術に注目が集まっている[91]．任意の方向から入射した電波は遮蔽

物体を避けてクローキング領域を曲がって進み，入射波と同じ軌跡に戻る．クロ

ーキングの外から観測すると遮蔽物体からの反射や散乱が起きないため，あた

かも物体がないように見える．したがって，電磁クローキングをアンテナに適用

することで，使用周波数帯域が近接したアンテナの相互結合を抑制できる可能

性がある．  

変換電磁気学[85-92]に基づく電磁クローキングは，座標変換に基づいた媒質

的解釈[89]により，空間において適切なパラメータを持つ媒質を構成することで，

電磁波の伝搬制御が可能である．しかし，クローキングを構成する際に用いられ

る媒質定数は不均質かつ異方性となる必要がある．これは，メタマテリアルと呼

ばれる自然界に存在しない人工材料によって実現できる． 

先行研究として，SRR で構成された円筒クローキングが検討されている[87]．

文献[87]では，所望の実効透磁率を実現するために，SRR の構造パラメータを調

整し，それらを遮蔽物体の周りに 10 層に配置することによって，異方性媒質を

作り出している．しかし，構成された円筒クローキングの単位セル構造が大きい

ことから，円筒クローキングが厚いという問題点があり，狭小な対象への適用は

困難となる．よって，円筒クローキングの薄型化が求められている． 

一方，MLCC には，負の実効透磁率を示す周波数帯域が存在することが確認

されている[104][105]．MLCC の内部電極間を磁束が貫くことにより，ループ電

流が流れる．これは，SRR の共振モードと同様であり，MLCC のループ状の共

振周波数近傍で負の実効透磁率を示す．また，MLCC は小型であるため，メタマ

テリアルを構成する単位セルの小型化が可能である[122]．従って，MLCC を用

いることで，円筒クローキングを薄型化できる可能性がある．そこで，MLCC を

用いた薄型円筒クローキングが提案されている．MLCC の内部構造パラメータ

を調整することで，単位セル構造の実効比透磁率を制御でき，厚さが半分である

10 層の円筒クローキングを実現できる可能性がある[123]．しかし，この方法で

は，内部構造が異なる 10 種類の MLCC を用意する必要があり，製作が困難とな

る． 
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本章では，アンテナの相互結合抑制の目的として，製作が可能な薄型円筒クロ

ーキングの設計を前提とし， MLCC の配置密度を制御した円筒クローキングに

ついて検討する．まず，クローキングを実現するための座標変換について説明す

る．次に，MLCC を用いた単位セル構造を提案する．単位セル構造の周期長によ

る実効比透磁率特性の変化を調べ，所望の実効比誘電率および透磁率を設計す

る．設計値に基づいて，円筒クローキングを試作・測定し，円筒クローキングの

効果を確認する．最後に，設計した円筒クローキングを用いて，アンテナの相互

結合抑制効果について考察する． 

4.2 クローキングのための座標変換 

本節では，クローキングを実現するための座標変換について説明する．まず，

座標変換の媒質的解釈について説明し，円筒クローキングの座標変換を示す． 

4.2.1 座標変換の媒質的解釈 

相対論によると，マクスウェル方程式は静止する観測者の座標系においても

運動する観測者の座標系において同じ形式で表されなければならない[95]．一方，

任意の座標系に対してもマクスウェル方程式を同じ形式で記述すると，図 4.1(a)

に示すデカルト座標系(x, y, z)から，図 4.1(b)に示す新たな座標系(x1, y1, z1)への変

換をしなければならない．また，座標系(x, y, z)においてマクスウェル方程式は式

(4.1)，式(4.2)で表される[95]． 

 

 

(a) デカルト座標系                      (b) 任意座標系 

図 4.1 座標変換 
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新たな座標系で表された電界成分 E1 及び磁界成分 H1 が1 を新しい座標系に

おける演算子として式(4.3)，式(4.4)と同じ形式で書くためには，
1
及び

1
が式

(4.5)，式(4.6)となる関係になればいい． 
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ここではヤコビ行列は式(4.7)で，detは行列式，Tは転置行列を表す． 
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d x y z

d x y z
 =  (4.7) 

この構成の関係式が変換前と変換後で媒質パラメータを同じにするため，座標

系の変換に伴うトポロジー的解釈[89]と呼ばれる．一方，座標自体は同じで媒質

パラメータが異なる解釈方法があり，これを媒質的解釈[89]と呼ぶ．いずれの解

釈においてもマクスウェル方程式は不変であり，電磁波の振舞いは変わらない．

媒質的解釈に基づき媒質パラメータを構成することで，現実の空間において座

標変換と同等な電波の伝搬制御が可能である． 

 

4.2.2 円筒クローキングの座標変換 

図 4.2 に円筒クローキングの座標を示す[92]．図 4.2(a)の円筒座標系(r, q, z)に

おいて，半径 R2の無限長円筒領域(0 < r < R2)を図 4.2(b)の座標系(r1, q1, z1)におけ

る(R1 < r1 < R2)の領域に変換する． 
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(a) 変換前                   (b) 変換後 

図 4.2 円筒クローキングの座標 

式(4.8)，式(4.9)，式(4.10)になる座標変換を考える．r = 0 の点が半径 r1 = R1の

円になるため半径 r1 < R1の領域が不可視となる．よって，これが円筒クローキ

ングとなる． 
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1z z=  (4.10) 

座標変換の媒質的解釈は，式(4.5)，式(4.6)の変換と等価な媒質定数を求めるこ

とができる[89]．さらに，クローキングの誘電率及び透磁率のテンソルは，(r1, q1, 

z1)に対して，式(4.11)，式(4.12)，式(4.13)で与えることができる．また，場所と伝

搬方向によっても誘電率，透磁率が変化するため異方性媒質が必要である． 

 

1 1

1 1

1

r r

r R

r
 

−
= =  (4.11) 

 

1 1

1

1 1

r

r R
q q = =

−
 (4.12) 

y

x

R2

y

−R2

r1

R1

0 < r < R2 R1 < r1 < R2

q1

r = 0

変換前 変換後

(r, q, z) (r1, q, z1)

x
R2

−R2 −R2

−R2

R2

R2

R1

−R1

−R1



55 
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R R r R
 

 
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− − 
 (4.13) 

電場が z 軸に平行な場合，rz1
およびqz1

が定数となる条件を満たせば，誘

電率および透磁率テンソルを変化させても，電磁波の振る舞いが変わらないこ

とから，誘電率および透磁率テンソルは式(4.14)，式(4.15)，式(4.16)のように簡

略化できる[88]．これは TMzクローキングと呼ばれる[20]．r1に依存する量がr

のみとなるため，設計が簡単になる．しかし，製作可能な構造を考えると透磁率

を連続的に変化させることは困難である． 
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4.3 MLCC の配置密度を制御した円筒クローキング 

4.3.1 提案円筒クローキングおよび単位セル構造 

図 4.3 に MLCC の配置密度を制御した円筒クローキングの提案構造を示す．

円筒クローキングは誘電体基板上に MLCC が円周方向に周期的に配置しており，

横に 10 層に分割した構造となる．円筒クローキングの大きさは先行研究[87]と

同様であり，内半径 R1 = 27.1 mm，外半径 R2 = 58.9 mm である． 
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図 4.3 MLCC の配置密度を制御した円筒クローキング 

 

図 4.4 に円筒クローキングを構成する単位セル構造を示す．単位セルサイズは

高さ 1.92 mm，幅 3.18 mm，周期長 px [mm]とする．周期長 pxは単位セル構造の

内半径である．MLCC は厚さ 0.5 mm の 2 つ誘電体基板の間に配置されており，

誘電体基板の比誘電率と誘電正接はそれぞれr = 3.4, tan = 0.0015 である．また，

図 4.4(b)に示すように，MLCC と上層の誘電体基板の間隔を 0.05 mm とした． 

図 4.5 に MLCC の構造を示す．MLCC は内部誘電体，外部電極，内部電極，

障およびメッキから構成されており，MLCC の外形寸法は 0.87 mm × 1.27 mm × 

2.02 mm である．内部誘電体の比誘電率はin = 27 であり，MLCC の内部電極 2

枚を 1 組として平行平板コンデンサを形成し，上下に 2 組配置した．内部電極

長と電極間隔をそれぞれ 1.16 mm, 0.1 mm とし，メッキの長さを 0.51 mm とし

た．また，MLCC の共振周波数は 8.1 GHz であり，静電容量は 3.6 pF である． 
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(a) 鳥瞰図                       (b) 断面図 

図 4.4 単位セル構造 

 

 

(a) 鳥瞰図                       (b) 断面図 

図 4.5 MLCC の構造 

 

4.3.2 周期長の変化による実効比透磁率特性 

図 4.4(a)の単位セル構造において入射電界を z 軸方向とし，±x軸方向に Floquet

ポートを設定したときの S パラメータから，実効比透磁率を求める．図 4.6 に px

を 2.5 mm から 3.5 mm まで変化させたときの単位セル構造の実効比透磁率を示

す．pxを短くすると，MLCC の共振周波数はほぼ変化しないが，実効比透磁率が

負となる帯域が広くなることがわかる．また，図 4.6 の拡大図のように，pxを変

化すると実効比透磁率を細かく調整できることがわかる． 
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図 4.6 周期長の変化による実効比透磁率特性 

4.3.3 設計結果 

4.2.2 で述べたように，実効比透磁率を連続的に変化させることは困難である

ため，式(4.14)，式(4.15)，式(4.16)で与えられる各層の実効比誘電率および比透

磁率テンソルのうち，半径 r で変化するr の分布を階段近似し，10 層で分割す

ると，各層の実効比誘電率および比透磁率テンソルの理論値は図 4.7 のようにな

り，各層のrは単位セル構造の周期長を調整することで設計できる． 

各層の単位セル数が整数となるように，周期長 pxを計算し，計算された pxの

値を用いて単位セル構造の実効比透磁率を算出する．そこで，理論値と最も近い

値となるときの pxを決定する．8.25 GHz における各層の実効比誘電率および比

透磁率を計算した結果を表 4.1 に示す．各層の実効比誘電率および比透磁率テン

ソルの設計値は，式(4.14)，式(4.15)および式(4.16)を 10 層で階段近似した理論値

とほぼ一致していることがわかる． 
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図 4.7 階段近似による理論値 

 

表 4.1 8.25 GHz における 10 層の円筒クローキングの設計結果 

 

Layer 

No. 

px 

[mm] 

階段近似した理論値 設計値 

r q z r q z 

1 2.746 0.001 1 3.431 0.004 1 3.589 

2 2.839 0.007 1 3.431 0.042 1 3.528 

3 2.919 0.016 1 3.431 0.053 1 3.516 

4 3.029 0.029 1 3.431 0.088 1 3.466 

5 3.167 0.044 1 3.431 0.132 1 3.417 

6 3.335 0.060 1 3.431 0.153 1 3.361 

7 3.413 0.076 1 3.431 0.193 1 3.309 

8 3.524 0.093 1 3.431 0.220 1 3.254 

9 3.549 0.111 1 3.431 0.253 1 3.252 

10 3.685 0.128 1 3.431 0.277 1 3.243 

4.3.4 解析モデルおよび解析結果 

円筒クローキングの有限構造の計算時間は膨大となるため，2 次元の解析モデ

ルを使用し，解析を行う．図 4.8 に 2 次元の解析モデルを示す．図 4.8(a)に示す

ように，平面の解析領域を設け，次式のように入射界を設定した． 
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Eb = 1[V/m] × exp(−jk0x)                   (4.17)   

ここで，Ebは入射電界であり，k0は波数である．クローキング領域の内側を完

全導体円筒(PEC)とし，解析領域の外側に完全整合層(PML)を設定した．平面波

は−x 軸方向から入射される．円筒クローキングのモデルを図 4.8(b)に示す．内半

径と外半径はそれぞれ R1 = 27.1 mm, R2 = 58.9 mm とし，円筒クローキングは 10

層で分割した．また，解析には COMSOL Multiphysics 5.6 を用いた． 

 

(a) 解析モデル 

 

(b) 10 層で分割した円筒クローキング 

図 4.8 2 次元の解析モデル 
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図 4.8(b)の円筒クローキングの各層に表 4.1 に示した実効比誘電率および比透

磁率テンソルを設定したときの電界分布を解析した．図 4.9 に 8.25 GHz におけ

る完全導体円筒のみおよび円筒クローキングの電界分布を示す．完全導体円筒

のみの場合，反射および散乱が大きく，円筒背後の電界強度が弱くなっているこ

とを確認できる．しかし，円筒クローキングを用いると，反射および散乱が弱く

なり，入射波は完全導体円筒を迂回していることがわかる． 

 

(a) 完全導体円筒のみ 

 

(b) 円筒クローキング 

図 4.9 8.25 GHz における電界分布の解析結果 

 

定量的に比較するために，円筒クローキングの中心線上の 1 次元電界値を解

析した．図 4.10 に，自由空間，完全導体円筒および円筒クローキングの 1 次元

電界強度の比較を示す．x = −27.1 mm から x = 27.1 mm までの領域は，完全導体

円筒の領域であるため，1 次元の電界値を計算することができず，この領域では

1 次元電界値の線が途切れている．図 4.10 に示すように，反射側では，完全導体

円筒のみの場合の電界強度は自由空間より強く，透過側では弱くなっている．し
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かし，円筒クローキングを用いた場合，円筒クローキングの電界強度は自由空間

の電界強度とほぼ一致している．よって，円筒クローキングを用いると反射およ

び散乱を抑制できることができる．これは，図 4.9 に示す電界分布の解析結果と

一致していることがわかる． 

 

 

図 4.10 1 次元の電界強度の比較 

4.4 試作構造および測定結果 

本節では，4.3 で設計した円筒クローキングを試作し，測定によりシミュレー

ションの妥当性を確認する． 

4.4.1 円筒クローキングの試作構造 

図 4.11 に MLCC の配置密度を制御した円筒クローキングの試作構造を示す．

円筒クローキングは半径 27.1 mm の金属円柱を囲んでおり，円筒クローキング

の外半径と厚さはそれぞれ 58.9 mm，8.5 mm である．試作で使用された MLCC

は村田製作所製であり，型番は GQM2195C2E3R6，静電容量は 3.6 pF，大きさは
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1.25 mm × 0.85 mm × 2.0 mm である．MLCC は厚さ 0.5 mm，比誘電率r = 3.4，誘

電正接 tan = 0.0015 の誘電体基板上に実装されており，表 4.1 の設計結果より 1

枚の基板には合計 795 個の MLCC が配置されている．MLCC はリフローはんだ

方式により実装を行った．また，図 4.12 に示す MLCC が実装された基板とアン

クラッド基板を 1 組とし，z 軸方向に 4 組で積層化することで，4 層の円筒クロ

ーキングを組み立てた．実装基板は，図 4.12(a)に示すように横方向の各層の

MLCC の実装位置を確保し，円周方向に実装を行った．  

 

(a) 全体図 

 

(b) 上層のアンクラッド板がない状態 

図 4.11 円筒クローキングの試作構造 
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(a) 実装基板        (b) アンクラッド基板 

図 4.12 円筒クローキングを構成する基板 

4.4.2 測定系の概要 

円筒クローキングの電界分布を測定するために，2 次元電磁界マッピング測定

装置を使用した．図 4.13 に 2 次元電磁界マッピング測定装置を示す．測定装置

には，ネットワークアナライザ(VNA: Vector Network Analyzer)および増幅器等を

使用しており，平行平板を構成する送信，受信側の金属板と導波管アダプタを用

いて平行平板導波路が構成される．送信側の金属板は固定し，その上に電波吸収

体(RAM: Radar Absorber Material)と導波管アダプタを取り付けた．受信側の金属

板は，XY スキャナにより可動する．また，受信側の金属板の中央部にプローブ

が接続されている． 

図 4.14 に測定系の概要を示す．VNA のポート 1 は，送信側の導波管アダプタ

に繋がっており，テーパー状の電波吸収体が配置された導波路を経てサンプル

に照射する．次に，受信側の XY スキャナを水平方向と垂直方向にスキャンし，

それぞれの位置で測定されたデータをプローブから VNA のポート 2 に転送し，

LabVIEW 測定のプログラムにより表示する． 

 

MLCCの
実装位置が
一致

MLCC



65 

 

 

図 4.13 2 次元電磁界マッピング測定装置 

 

 
図 4.14 測定系の概要 
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4.4.3 測定結果 

初めに，金属円柱のみの場合の測定を行った．測定周波数範囲は X バンドの

8 GHz から 12.5 GHz であり，測定周波数の刻みを 11.25 MHz とした．導波路の

幅は 160 mm とし，測定範囲は 1 mm ステップで水平方向 250 mm と垂直方向

300 mm とした．また，金属円柱を導電性両面テープで送信側の金属板に取り付

けた．図 4.15 に 8.25 GHz, 8.56 GHz および 8.7 GHz における金属円柱の電界分

布の測定結果を示す．平面波は−z 方向から入射し，+z 方向に伝搬する．図 4.15

の測定結果から，8.25 GHz, 8.56 GHz および 8.7 GHz のいずれにおいても，反射

および散乱が大きく，金属円柱の背後の電界強度は弱くなっていることを確認

できる．また，図 4.9(a)に示す 8.25 GHz における電界分布の解析結果と比較す

ると，金属円柱のみの場合の測定結果は解析結果とほぼ同じ現象が発生してい

ることがわかる．図 4.16 に 8.25 GHz, 8.56 GHz および 8.7 GHz における金属円

柱の位相分布の測定結果を示す．8.25 GHz，8.56 GHz および 8.7 GHz では，金属

円柱の前後の位相分布は乱れていることを確認できる．これらは，図 4.15 に示

す電界分布の測定結果に対応していることがわかる． 

 

 

 

 

 

(a) 8.25 GHz           (b) 8.56 GHz            (c) 8.7 GHz 

図 4.15 金属円柱の電界分布の測定結果(|S21|の実部) 

 

k k k

−max

max

0



67 

 

 

(a) 8.25 GHz           (b) 8.56 GHz            (c) 8.7 GHz 

図 4.16 金属円柱の位相分布の測定結果 

 

図 4.17 に 8.25 GHz, 8.56 GHz および 8.7 GHz における MLCC の配置密度を制

御した円筒クローキングの電界分布の測定結果を示す．8.25 GHz および 8.7 GHz

では，反射および散乱が大きく，円筒クローキングの背後の電界分布が乱れてい

る．一方，8.56 GHz では，反射および散乱が減少し，平面波は金属円柱を迂回し

ていることがわかる．なお，8.56 GHz における円筒クローキングの背後の電界

強度が弱くなっているが，これは円筒クローキング全体の損失によると考えら

れる．図 4.18 に 8.25 GHz, 8.56 GHz および 8.7 GHz における円筒クローキング

の位相分布の測定結果を示す．8.25 GHz および 8.7 GHz では，円筒クローキン

グの位相分布は乱れるの対し，8.56 GHz では，円筒クローキングの前後の位相

がほぼ揃っていることを確認できる．また，円筒クローキングの背後の電界強度

が弱くなっているため，8.56 GHz において，円筒クローキングの背後の中央部

の位相がずれていることがわかる．以上のことから，MLCC の配置密度を制御

した円筒クローキングの効果を実験的に確認することができた．さらに，試作し

た円筒クローキングの動作周波数は 4.3 節での円筒クローキングの設計周波数

よりも高周波化しており，これは MLCC のばらつきによるものと考えられる．

今回使用した MLCC の静電容量は 3.6 pF であるが，この MLCC の静電容量許容

差は±0.1 pF である．そこで，静電容量が許容範囲内となる MLCC を設計するた

めに，MLCC の内部電極を調整した．静電容量の上限を+0.1 pF の 3.7 pF となる

ように MLCC の内部電極長を 1.15 mm となり，下限を−0.1 pF の 3.5 pF となるよ

うに MLCC の内部電極を 1.17 mm となった．内部電極が 1.15 mm, 1.16 mm およ

び 1.17 mm の 3 つの MLCC を用いて，単位セル構造の周期長 pxを 3.0 mm と固

定したときの実効比透磁率特性を解析した．MLCC のばらつきによる単位セル

構造の実効比透磁率特性を図 4.19 に示す．内部電極を 1.15 mm としたとき，

MLCC の共振周波数は 8.25 GHz であり，内部電極を 1.17 mm としたとき，MLCC

k k k
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0
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の共振周波数は 7.96 GHz となる．したがって，ばらつきにより MLCC の共振周

波数が変化しており，円筒クローキングの動作周波数が設計周波数とずれるこ

とが考えられる．また，2.4.3 項で述べたように，MLCC のばらつきにより負の

実効比透磁率の帯域が広くなる可能性があるため，円筒クローキングを実現す

る所望の実効比透磁率の値は設計値より高周波側に現れることが予想できる． 

 

 

(a) 8.25 GHz           (b) 8.56 GHz            (c) 8.7 GHz 

図 4.17 円筒クローキングの電界分布の測定結果(|S21|の実部) 

 

 

(a) 8.25 GHz           (b) 8.56 GHz            (c) 8.7 GHz 

図 4.18 円筒クローキングの位相分布の測定結果 
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図 4.19 MLCC のばらつきによる単位セル構造の実効比透磁率特性 

4.5 円筒クローキングの損失による影響 

本節では，動作周波数において，円筒クローキングの背後の電界強度が弱くな

っている理由を調べるために，円筒クローキングの損失について検討する． 

4.5.1 損失による電界分布への影響 

図 4.20に 8.25 GHzにおける損失を考慮したときの円筒クローキングの電界分

布を示す．円筒クローキングの損失を考慮すると，円筒クローキングの背後の電

界強度は減少し，損失が大きくなると，円筒クローキングの背後の電界強度は弱

くなることを確認できる．また，損失を 0.1 としたときの円筒クローキングの電

界分布は測定結果とほぼ一致している． 
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(a) tan = 0            (b) tan = 0.05          (c) tan = 0.1   

図 4.20 8.25 GHz における円筒クローキングの損失による影響 

4.5.2 1 次元電界強度による円筒クローキングの損失の確

認 

試作した円筒クローキングの損失を定量的に確認するために，円筒クローキ

ングの中心線上の 1 次元電界強度の解析結果を測定結果と比較した．また，1 次

元電界強度の解析結果と測定結果を最大値で規格化した． 

図 4.21 に金属円柱の 1 次元電界強度の解析結果と測定結果の比較を示す．反

射側では，平面波が金属円柱に近づくと，電界強度が増加し，金属円柱の背後の

電界強度は減少している．また，透過側では，平面波が金属円柱から離れると，

電界強度は増加している．したがって，解析結果と測定結果の位相がわずかにず

れているものの，解析結果は測定結果とほぼ一致していることを確認できる． 

図 4.22 に円筒クローキングの 1 次元電界強度の解析結果と測定結果の比較を

示す．解析結果では，平面波が円筒クローキング領域内に入るとき，反射側の電

界強度が減少しているが，測定結果では，電界強度が増加している．これは，円

筒クローキング領域内で反射が発生したと考えられる．また，透過側では，測定

された 1 次元電界強度は損失を考慮しない円筒クローキングの値より弱いこと

がわかる．しかし，損失を 0.1 と考慮すると，透過側の電界強度が弱くなり，測

定結果とほぼ一致していることがわかる．したがって，今回試作した円筒クロー

キングの損失は約 0.1 であり，大きいことが確認できた． 
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図 4.21 金属円柱の 1 次元電界強度の測定結果 

 

 

図 4.22 円筒クローキングの 1 次元電界強度の測定結果 
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4.6 アンテナの相互結合抑制効果の確認 

4.3.4 項で説明したように，MLCC の配置密度を制御した円筒クローキングの

有限構造は計算時間が膨大となるため，円筒クローキングをアンテナに適用し，

アンテナの相互結合抑制効果を確認することが困難である．また，4.5 節に述べ

たように，今回の試作した円筒クローキングの損失が大きく，損失により円筒ク

ローキングの透過側の電界強度は減衰しているため，円筒クローキングは実質

的に電波吸収体のように見える．このことを確認するために，金属円柱の前に電

波吸収体を配置したときの電界分布を解析し，比較を行う．図 4.23 に解析モデ

ルを示す．円筒クローキングの解析モデルと同様に，平面の解析領域を設けた．

円筒状の PEC の前に電波吸収体を配置し，解析領域の外側に PML を設定した．

金属円柱の半径は R1 = 27.1 mm である．また，電波吸収体は理想な構造として

比誘電率 = 1，誘電正接 tan = 1 の材料を設定している．平面波は−x 軸方向か

ら入射される．  

 

 
 

図 4.23 金属円柱の前に電波吸収体を配置したときの解析モデル 
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図 4.24 に金属円柱の前に電波吸収体を配置したときの電界分布の解析結果を

示す．電波吸収体を配置することで，図 4.9(a)の金属円柱のみの場合と比べて，

反射散乱を抑制していることを確認できる．しかし，金属円柱の背後の電界強度

は弱くなり，これは今回の試作した円筒クローキングの電界分布とほぼ同様で

ある．以上のことから，今回の試作した円筒クローキングは電波吸収体のように

動作していることがわかった．よって，MLCC を用いた円筒クローキングによ

るアンテナの相互結合抑制効果は 3 章で説明した MLCC を用いた電波吸収体に

よる効果と同様であることが考えられる． 

 

 

図 4.24 金属円柱の前に電波吸収体を配置したときの解析結果 

 

4.7 まとめ 

本章では，アンテナの相互結合抑制の目的として，製作が可能な薄型円筒クロ

ーキングの設計を前提とし， MLCC の配置密度を制御した円筒クローキングに

ついて検討した．まず，円筒クローキングの座標変換について説明した．次に，

円筒クローキングを実現するためには，次の単位セル構造を提案した． 

 

(1) 誘電体基板間に MLCC を配置する単位セル構造 

厚さ 0.5 mm，比誘電率 3.4 の 2 つの電体基板間に MLCC を配置する単位セル

構造を提案した．単位セル構造の周期長を調整することで，8.25 GHz での所望

の実効比誘電率および透磁率テンソルを設計できることがわかった．その設計

値で円筒クローキングを実現すると，完全導体円筒のみの場合に比べて反射お

よび散乱を抑制することが確認できた．  
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(2) 試作構造および測定結果 

誘電体基板上に MLCC を実装し，MLCC の配置密度を制御した円筒クローキ

ングを試作・測定した．また，円筒クローキングを測定するために，2 次元電磁

界マッピング測定装置を製作した．測定結果では，8.56 GHz において，平面波

は金属円柱を迂回しているため，MLCC の配置密度を制御することで円筒クロ

ーキングを設計できることを確認した．しかし，試作した円筒クローキングの動

作周波数は設計周波数より高周波化し，これは MLCC のばらつきの影響だと考

えられる．また，円筒クローキングの透過側の電界強度は弱くなり，これは円筒

クローキング全体の損失による影響だと考えられる．さらに，円筒クローキング

の中心線上の 1 次元電界強度を比較することで，今回の試作した円筒クローキ

ングの損失は約 0.1 であることを推定できた．  

 

(3) アンテナの相互結合抑制効果 

MLCC の配置密度を制御した円筒クローキングの有限構造は計算時間が膨大

となるため，円筒クローキングをアンテナに適用し，アンテナの相互結合抑制効

果を確認することが困難である．しかし，円筒クローキングの損失を考慮したと

き，円筒クローキングの透過側の電界強度が減衰しており，実質的に電波吸収体

のように見えた．したがって，MLCC を用いた円筒クローキングによるアンテ

ナの相互結合抑制効果は電波吸収体を用いたときと同様であり，結果としては

アンテナの相互結合を抑制できるが，アンテナの放射パターンが変化してしま

うことを予想できる． 

 

本章では，MLCC の配置密度を制御することで，円筒クローキングを設計で

きることを実証するために，円筒クローキング構造は先行研究[90]と同じサイズ

で設計されているが，今後は円筒クローキングの層数を減らすか，よりサイズが

小さい MLCC を用いた単位セル構造の小型化を検討し，薄型円筒クローキング

を設計する予定である． 
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第 5 章 表面リアクタンスを設計した 

マントルクロークによるアンテナの 

相互結合抑制 

5.1 まえがき 

現在，UHF 帯は携帯電話や地上デジタル放送，ITS，RFID など数多くのシス

テムが利用されている．一方，近年の無線端末の高性能化や小型化に伴い，狭い

空間において多数のシステム用のアンテナが近接に配置されることが多くなっ

ている．このような設置環境でも効率よく情報を伝送する必要があることから，

アンテナ素子間の相互結合の低減が重要となっている． 

1.2.1 で述べたように，アンテナの相互結合低減技術として，アンテナ間隔の

確保[23]，直交偏波の利用[2-5]，減結合回路の挿入[14-21]などが検討されてきた．

近年では，メタマテリアル技術の利用により，近接周波数帯において相互結合を

低減する方法も提案されている[48-51][64-75]．文献[75]では，右手/左手系複合伝

送線路(CRLH)無給電素子を用いたダイポールアンテナ間の相互結合低減法が報

告されている．CRLH 無給電素子を配置すると，ダイポールアンテナの動作周波

数近傍に阻止帯域が生成され，阻止周波数においてアンテナ間相互結合を急峻

に低減できる．また，文献[75]では，2 つのダイポールアンテナの動作周波数は

それぞれ 720 MHz，750 MHz であり，動作周波数間隔が 4.4 %で非常に狭い．し

かし，いずれの技術も，減結合の主たる要因はアンテナの放射指向性の変更によ

るものである． 

一方，表面インピーダンスを調整することで，電磁波を制御するマントルクロ

ーク技術が提案されている[93-99]．マントルクロークの特徴は極薄な表面であ

り，製造が容易である．また，マントルクロークを用いることで，アンテナ特性

の維持が期待できる．そこで，動作周波数が異なる 2 つのアンテナにマントル

クロークを覆うと，放射指向性にはほとんど影響せずに，アンテナ間の相互結合

を低減できる[109-111]．しかし，文献[109]では，2 つのアンテナの動作周波数は

それぞれ 3.0 GHz と 3.3 GHz であり，動作周波数の間隔は 10% (300 MHz)で非常

に広い． 

本章では，文献[75]と同様に，動作周波数の間隔が 4.4% (30 MHz)の 2 つのダ

イポールアンテナに表面リアクタンスを設計したマントルクロークを覆うこと

で，アンテナの相互結合抑制とアンテナ特性の維持を同時に達成する手法につ

いて検討する．初めに，マントルクロークの理論について説明する．次に，表面
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リアクタンスを制御することで，動作周波数 720 MHz, 阻止周波数 750 MHz の

マントルクロークアンテナおよび動作周波数 720 MHz, 阻止周波数 750 MHz の

マントルクロークアンテナを設計する．次に，設計した 2 つのマントルクロー

クアンテナを配置したときのアンテナの相互結合抑制効果を確認する．最後に，

ストリップ導体を用いることで，マントルクロークアンテナの実構造を設計し，

アンテナ特性について検討する． 

5.2 マントルクロークの理論 

まず，マントルクロークの理論について説明する．図 5.1 に理想的なマント

ルクローク構造を示す[95]．半径 a の金属円筒を厚さ ac − a，比誘電率rの誘電

体で覆っている．この構造はマントルクロークと呼ばれる．マントルクローク

の表面インピーダンスは次式で表される．  

s s sZ R jX= +            (5.1) 

ここで，Rsは表面抵抗であり，Xsは表面リアクタンスである．損失がない場合

(Rs = 0)は Zs = jXsとなる． 

 

図 5.1 理想的なマントルクローク構造 

 

Lorenz-Mie 散乱理論によると，r = a および r = acにおいて，電界および磁界の

接線成分が連続でなければならず，インピーダンス境界条件として次式を満足

する． 
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/ / / /
( )

c c c c
st r a t r a t r a t r a

E E Z H H+ − + −= = = =
= =  −            (5.2) 

ここで，Zs は誘電体円筒を囲んでいるマントルクロークの表面インピーダン

スである．したがって，マントルクロークの表面リアクタンスを制御することが

できれば，表面における反射および散乱を抑制できることがわかる． 

5.3 動作周波数より高周波側に阻止帯域を有するマントル

クロークアンテナの設計 

本節では，表面リアクタンスを制御することで，動作周波数 720 MHz，750 MHz

において阻止帯域が得られるマントルクロークアンテナを設計する． 

5.3.1 解析モデル 

図 5.2 に解析モデルを示す．図 5.2(a)は通常のダイポールアンテナであり，720 

MHz で動作するように半径 10 mm，長さ l = 179 mm，給電部のギャップ長 2 mm

とした．図 5.2(b)に理想的なマントルクロークアンテナを示す．マントルクロー

クは，厚さ t [mm]，比誘電率rの誘電体で構成されている．また，誘電体の表面

にはインピーダンス境界条件を適用し，表面リアクタンス Xsを設定する．  

 

 

(a) ダイポールアンテナ    (b) マントルクロークアンテナ 

図 5.2 解析モデル 
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750 MHz の平面波を入射し，Xsを変化したときのモノスタティック RCS 特性

を図 5.3 に示す．ここで，t = 2 mm，r = 10.2 とした．図 5.3 に示すように，Xs = 

−6.24 Ω のとき，マントルクロークアンテナのモノスタティック RCS が最小値

になることがわかる．次に，Xs = −6.24 Ω としたときのマントルクロークアンテ

ナの|S11|特性を図 5.4 に示す．マントルクロークを用いると，750 MHz において

阻止周波数が生じていることを確認できる．しかし，アンテナの動作周波数は低

周波化することがわかる． 

 

図 5.3 マントルクロークアンテナのモノスタティック RCS 特性 

 

 

図 5.4 Xs = −6.24Ω としたときの|S11|特性 
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5.3.2 マントルクロークのパラメータの変化による動作周

波数と阻止周波数への影響 

本節では，アンテナ長 l，誘電体厚 t，誘電体の比誘電率rおよび表面リアクタ

ンス Xs の変化によるマントルクロークアンテナの動作周波数，阻止周波数への

影響を調べる． 

t = 2 mm, r = 10.2, Xs = −6.24 Ω を固定し，l を 169 mm から 179 mm まで変化さ

せたときの|S11|特性を図 5.4(a)に示す．l を長くすると，動作周波数と阻止周波数

は低周波側にシフトするが，動作周波数と阻止周波数の間隔は変化しない． 

l = 179 mm, r = 10.2, Xs = −6.24 Ω を固定し，t を 1.6 mm から 2.0 mm まで変化

させたときの|S11|特性を図 5.4(b)に示す．t を大きくすると，動作周波数と阻止周

波数は低周波化し，動作周波数と阻止周波数の間隔は狭くなる． 

l = 179 mm, t = 2 mm, Xs = −6.24 Ω を固定し，rを 6 から 10.2 まで変化させた

ときの|S11|特性を図 5.4(c)に示す．r を大きくすると，動作周波数と阻止周波数

は低周波化し，動作周波数と阻止周波数の間隔は狭くなる． 

l = 179 mm，t = 2 mm, r = 10.2 を固定し，Xsを−7.24 Ω から−5.24 Ω まで変化さ

せたときの|S11|特性を図 5.4(d)に示す．Xs を大きくすると，動作周波数と阻止周

波数は低周波化し，動作周波数と阻止周波数の間隔は狭くなる． 

以上のことから，アンテナ長，誘電体厚，誘電体の比誘電率および表面リアク

タンスを調整することで，アンテナの動作周波数，動作周波数と阻止周波数の間

隔を制御できることがわかった． 
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(a) アンテナ長              (b) 誘電体厚 

(c) 誘電体の比誘電率         (d) 表面リアクタンス 

図 5.4 マントルクロークのパラメータの変化によるアンテナの動作周波数と阻

止周波数への影響 

5.3.3 設計結果 

l = 132 mm, t = 2 mm, r = 10.2, Xs = −1.0 Ω としたときの|S11|特性を図 5.5 に示

す．動作周波数は 720 MHz であり，阻止周波数は 750 MHz である．図 5.6 に 720 

MHz におけるマントルクロークアンテナの放射パターンを示す．マントルクロ

ークアンテナの放射パターンは zx 面では 8 の字，xy 面では無指向性であり，通

常のダイポールアンテナの放射パターンとほぼ一致していることがわかる．図

5.7 に 750 MHz におけるマントルクロークアンテナの放射パターンを示す．阻止

周波数において，ダイポールアンテナと比べて，動作利得は十分小さく，約 22 

dB 低下していることがわかる． 
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図 5.5 設計結果 (|S11|特性) 

 

(a) zx 面                     (b) xy 面 

図 5.6 720 MHz における放射パターン 

 

(a) zx 面                     (b) xy 面 

図 5.7 750 MHz における放射パターン 
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5.4 動作周波数より低周波側に阻止帯域を有するマントル

クロークアンテナの設計 

本節では，動作周波数 750 MHz，阻止周波数 720 MHz のマントルクロークア

ンテナを設計する．ここで，5.3.2 項のように，マントルクロークの全パラメー

タを調整しても，アンテナの動作周波数より低周波側に阻止周波数が得られな

かった．そこで，アンテナの給電部に整合素子を装荷することで，動作周波数よ

り低周波側に阻止帯域が得られるマントルクロークアンテナを設計する． 

5.4.1 解析モデル 

図 5.8 に解析モデルを示す．図 5.8(a)は全長 171 mm，半径 10 mm，給電部のギ

ャップ長 6 mm のダイポールアンテナであり，アンテナの動作周波数は 750 MHz

である．図 5.8(b)は厚さ 2 mm，比誘電率r = 10.2 の誘電体で覆われたマントル

クロークアンテナである．図 5.8(b)に示すように，アンテナの給電部に長さ g 

[mm]の空間を設け，その空間に半径 5 mm，長さ g [mm]の 2 つの金属円柱を配

置する．給電部のギャップ長は 6 mm である．また，誘電体の表面にインピーダ

ンス境界条件を適用し，表面リアクタンス Xsを設定する． 

 

(a) ダイポールアンテナ  (b) マントルクロークアンテナ 

図 5.8 解析モデル 
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720 MHz において，阻止帯域が得られるように表面リアクタンス Xs = −4.6 Ω

と調整した．Xs = −4.6 Ω を固定し，g を変化させたときの|S11|特性を図 5.9 に示

す．g を長くすると，720 MHz に現れた阻止周波数は変化せず，動作周波数は低

周波化することがわかる．したがって，長さ g を調整することで，マントルクロ

ークアンテナの動作周波数と阻止周波数の間隔を制御できることがわかった． 

 

 

図 5.9 g を変化させたときの|S11|特性 

5.4.2 設計結果 

Xs = −4.6 Ω, g = 50 mm としたときの|S11|特性を図 5.10 に示す．動作周波数は

750 MHz であり，阻止周波数は 720 MHz である．図 5.11 に 750 MHz におけるマ

ントルクロークアンテナの放射パターンを示す．マントルクロークアンテナの

放射パターンは zx 面では 8 の字，xy 面では無指向性であり，通常のダイポール

アンテナの放射パターンとほぼ一致していることがわかる．図 5.12 に 720 MHz

におけるマントルクロークアンテナの放射パターンを示す．阻止周波数におい

て，ダイポールアンテナと比べると，動作利得は十分小さく，約 20 dB 低下する

ことがわかる． 
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図 5.10 g = 50 mm としたときの|S11|特性 

 

 (a) zx 面                     (b) xy 面 

図 5.11 750 MHz における放射パターン 

 

(a) zx 面                     (b) xy 面 

図 5.12 720 MHz における放射パターン 
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5.5 アンテナの相互結合抑制効果の確認 

本節では，5.3 節および 5.4 節で設計した 2 つのマントルクロークアンテナを

用いて，アンテナの相互結合抑制効果を確認する．アンテナの相互結合抑制効果

を確認するための解析モデルを図 5.13 に示す．ここで，動作周波数 720 MHz，

阻止周波数 750 MHz のマントルクロークアンテナをアンテナ 1 とし，動作周波

数 750 MHz，阻止周波数 720 MHz のマントルクロークアンテナをアンテナ 2 と

する．また，アンテナ間距離は d [mm]である． 

 

 

図 5.13 アンテナの相互結合抑制効果を確認するための解析モデル 

 

まず，文献[75]と同じように，2 つのアンテナ間距離 d を 400 mm (750 MHz の

1 波長)とした場合のアンテナの相互結合を解析した．図 5.14 にアンテナ間の相

互結合特性示す．マントルクロークを用いると，720 MHz および 750 MHz にお

いて，|S21|が急峻に減衰していることがわかる．また，2 つのマントルクローク

アンテナの動作周波数はそれぞれ 720 MHz および 750 MHz であり，元のダイポ

ールアンテナの動作周波数とほぼ一致していることがわかる． 
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図 5.14 マントルクロークを用いたアンテナ間の相互結合特性 

 

図 5.15 に 720 MHz における電界分布を示す．これは，マントルクロークアン

テナ 1 を給電し，マントルクロークアンテナ 2 を 50 Ω 終端したときの電界分布

を解析した結果である．図 5.15(a)に示すように，マントルクロークを適用しな

い場合，750 MHz で動作するダイポールアンテナが共振し，アンテナ間の相互

結合が強く発生していることが確認できる．しかし，マントルクロークを適用し

た場合，マントルクロークアンテナ 1 から放射された電波はマントルクローク

アンテナ 2 を迂回しているため，アンテナ間の相互結合を抑制していることが

わかる． 
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(a) マントルクロークを適用しない場合 

 

(b) マントルクロークを適用した場合 

図 5.15 720 MHz における電界分布 

 

図 5.16 に 750 MHz における電界分布を示す．これは，マントルクロークアン

テナ 2 を給電し，マントルクロークアンテナ 1 を 50 Ω 終端したときの電界分布

を解析した結果である．図 5.16(a)に示すように，マントルクロークを適用しな

い場合，720 MHz で動作するダイポールアンテナが共振し，アンテナ間の相互

結合が強く発生していることが確認できる．しかし，マントルクロークを適用し

た場合，マントルクロークアンテナ 2 から放射された電波はマントルクローク

アンテナ 1 を迂回しているため，アンテナ間の相互結合を抑制していることが

わかる． 
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(a) マントルクロークを適用しない場合 

 
(b) マントルクロークを適用した場合 

図 5.16 750 MHz における電界分布 

 

次に，2 つのマントルクロークアンテナのアンテナ間距離 d を変化させて，相

互結合特性について検討する．図 5.17 にアンテナ間距離 d を変化させたときの

アンテナ間の相互結合特性を示す．ここで，は 750 MHz の波長である．マント

ルクロークを適用しない場合，相互結合が大きく，アンテナ間距離 d を狭くす
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を適用すると，マントルクロークを適用しないときと比べて，720 MHz および

750 MHz において，|S21|が急峻に減衰していることを確認できる．また，アンテ

ナ間距離を狭くしても，相互結合の減衰量はほぼ変化しないことがわかる．図

5.18 に 2 つのマントルクロークアンテナの|S11|および|S22|特性を示す．アンテナ

間距離 d を 0.1まで狭くしても，2 つのマントルクロークアンテナの動作周波数
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はそれぞれ 720 MHz および 750 MHz であり，アンテナ特性をほぼ維持できてい

ることがわかる． 

 

図 5.17 アンテナ間距離を変化させたときのアンテナの相互結合特性 

 

図 5.18 アンテナ間距離を変化させたときの|S11|および|S22|特性 
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5.6 ストリップ導体を用いたマントルクロークアンテナの

実構造の設計 

5.3 節および 5.4 節では，表面リアクタンス値を設計した 2 つのマントルクロ

ークアンテナについて検討した．しかし，これは理論的な検討であり，アンテナ

の実構造の設計は検討されていない．そこで，本節では，表面リアクタンスを制

御できるストリップ導体を用いることで，マントルクロークアンテナの実構造

を設計する．初めに，動作周波数 720 MHz, 750 MHz に阻止帯域が得られるスト

リップ導体を用いたマントルクロークアンテナについて検討する． 

 

 

図 5.19 ストリップ導体を用いたマントルクロークアンテナ 

 

図 5.19 にストリップ導体を用いたマントルクロークアンテナの構造を示す．

マントルクロークアンテナは長さ l [mm]，半径 10 mm のダイポールアンテナを

誘電体で覆われた構造である．アンテナの給電部のギャップ長は 2 mm である．

誘電体の厚さを t [mm]とし，比誘電率をrとした．誘電体表面に銅の垂直ストリ

ップ導体を周期配列し，ストリップ導体幅を w [mm]とし，周期長を D とした．

また，ストリップ導体の周期長 D は，マントルクロークアンテナの各アームに

配列されているストリップ導体の数を N とすると，D = 2(10 + t)/N となる． 

動作周波数 720 MHz と阻止周波数 750 MHz の周波数間隔が非常に狭いため，
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低誘電率の誘電体を用いて所望のマントルクロークアンテナを設計できない．

また，5.3.2 項で示したように，マントルクロークアンテナの誘電体の比誘電率

を大きくするとアンテナの動作周波数と阻止周波数が狭くなるため，誘電体の

比誘電率をr = 20 としてアンテナの設計を行う．ストリップ導体 N = 10 とし，

マントルクロークアンテナの長さ l と誘電体厚 t を変化させたときの 720 MHz

と 750 MHz の|S11|特性を解析した．l と t の変化によるマントルクロークアンテ

ナの|S11|特性を図 5.20 に示す．ここで，ストリップ導体幅 w = 5D/9 とした図中

の点線で囲まれた領域において，720 MHz では|S11| ≤ −15 dB，750 MHz では|S11| 

≈ 0 dB となることがわかる． 

 

(a) 720 MHz                         (b) 750 MHz 

図 5.20 l と t の変化によるマントルクロークアンテナの|S11|特性 

 

図 5.21 に l = 183 mm，t = 9 mm としたときのアンテナの|S11|特性を示す．アン

テナの動作周波数は 720 MHz であり，750 MHz で阻止周波数が生じていること

を確認できる．図 5.22 にマントルクロークアンテナの入力インピーダンス特性

を示す．入力インピーダンスは 50 Ω に規格化されている．ダイポールアンテナ

単体と比べて，マントルクロークアンテナの入力インピーダンスに影響がある

ことがわかる．図 5.22 に示すように，735 MHz から 750 MHz の範囲で，マント

ルクロークアンテナの入力抵抗値が低くなり，750 MHz においての入力抵抗値

は約 1 Ω となっていることを確認できる．これは，ストリップ導体を誘電体表

面に周期配列している効果だと考えられる．ダイポールアンテナ近傍にある十

分に大きい金属板を近づけると，金属板にはアンテナと逆方向の電流が誘起し，

アンテナの入力抵抗値が低下する．したがって，750 MHz において阻止帯域が

発生していることがわかる． 
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図 5.21 l = 183 mm，t = 9 mm としたときのアンテナの|S11|特性 

 

図 5.22 マントルクロークアンテナの入力インピーダンス特性 

 

図 5.23 に 720 MHz におけるマントルクロークアンテナの放射パターンを示

す．マントルクロークアンテナの放射パターンは zx 面では 8 の字，xy 面では無

指向性であり，ダイポールアンテナの放射パターンとほぼ一致していることが

わかる．図 5.24 に 750 MHz におけるマントルクロークアンテナの放射パターン

を示す．阻止周波数において，ダイポールアンテナと比べると，動作利得は十分

小さく，約 20 dB 低下することがわかる． 
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(a) zx 面                          (b) xy 面 

図 5.23 720 MHz におけるマントルクロークアンテナの放射パターン 

 

(a) zx 面                          (b) xy 面 

図 5.24 750 MHz におけるマントルクロークアンテナの放射パターン 

 

図 5.25 に 720 MHz におけるマントルクロークアンテナの電流分布を示す．図

5.25(a)，図 5.25(b)はマントルクローク内部のアンテナ表面およびストリップ導

体裏面の電流分布である．マントルクローク内部のアンテナ表面の電流とスト

リップ導体裏面の電流は 2 波長で分布しており，逆相のため打ち消しあうこと

がわかる．図 5.25(c)はマントルクローク外部のストリップ導体表面の電流分布

である．ストリップ導体表面に流れる電流は 1 波長で分布しており，この電流

がアンテナの放射に寄与すると考えられる． 
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図 5.26 に阻止周波数 1130 MHz におけるマントルクロークアンテナの電流分

布を示す．図 5.26(a)，図 5.26(b)はマントルクローク内部のアンテナ表面および

ストリップ導体裏面の電流分布である．マントルクローク内部のアンテナ表面

の電流とストリップ導体裏面の電流は 2 波長で分布しており，逆相のため打ち

消しあうことがわかる．図 5.26(c)はマントルクローク外部のストリップ導体表

面の電流分布である．ストリップ導体表面に流れる電流は 1 波長で分布してい

るが，図 5.26(c)のスケールのように，この電流は非常に弱いことがわかる． 

 

 

(a) マントルクローク    (b) ストリップ導体  (c) ストリップ導体 

内部のアンテナ表面         の裏面        の表面 

図 5.25 720 MHz におけるマントルクロークアンテナの電流分布 
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(a) マントルクローク    (b) ストリップ導体  (c) ストリップ導体 

内部のアンテナ表面         の裏面        の表面 

図 5.26 750 MHz におけるマントルクロークアンテナの電流分布 

 

図 5.27 に 720 MHz における誘電体装荷アンテナとマントルクロークアンテナ

の電界分布の比較を示す．誘電体装荷アンテナとマントルクロークアンテナの

両端の外側の電界はほぼ同様であるが，マントルクロークアンテナ中央部の外

側の電界は弱くなり，マントルクロークアンテナの外側の電界は通常のダイポ

ールアンテナの電界とほぼ同様であることがわかる．さらに，マントルクローク

内部の電界は 2 波長で共振していることを確認できる．  

図 5.28 に 750 MHz における誘電体装荷アンテナとマントルクロークアンテナ

の電界分布の比較を示す．750 MHz において，マントルクロークの内部の電界

は 2 波長で共振しているが，マントルクロークアンテナの外側の電界強度は誘

電体装荷アンテナと比べて弱く，アンテナはほぼ放射しないことがわかる． 
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(a) 誘電体装荷アンテナ        (b) マントルクロークアンテナ 

図 5.27 720 MHz におけるマントルクロークアンテナの電界分布 

 

 

(a) 誘電体装荷アンテナ        (b) マントルクロークアンテナ 

図 5.28 720 MHz におけるマントルクロークアンテナの電界分布 
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次に，本節で設計したマントルクロークアンテナによるアンテナの相互結合

抑制効果を確認する．マントルクロークアンテナと 750 MHz で動作するダイポ

ールアンテナを配置したときの相互結合特性を解析した．解析結果を図 5.29 に

示す．図 5.29 から，マントルクロークを適用しない場合，アンテナの相互結合

が大きく，アンテナ間距離を狭くすると，相互結合が増加することがわかる．し

かし，マントルクロークを適用すると，マントルクロークを適用しないときと比

べて，750 MHz 付近において|S21|が急峻に減衰していることを確認できる．また，

アンテナ間距離を狭くしても，相互結合の減衰量はほぼ変化しないことがわか

る．さらに，アンテナ間距離 d を 0.1としたとき，825 MHz 付近においてもア

ンテナの相互結合が減衰していることを確認できる．図 5.30 に 2 つのアンテナ

を配置したときのマントルクロークアンテナの|S11|特性を示す．アンテナ間距離

を 0.2までしたとき，マントルクロークアンテナの|S11|特性はほぼ変化しないが，

d を 0.1とすると，720 MHz において，マントルクロークアンテナの|S11|特性は

−10 dB 以上となり，アンテナの|S11|特性が変化している．d を 0.1とすると，ア

ンテナ間距離が非常に狭く，相互結合が強いため，マントルクロークアンテナの

|S11|特性が変化してしまうことが考えられる．したがって，本節で設計したマン

トルクロークアンテナはアンテナ間距離 0.2 まで適用できることがわかる． 

 

 

図 5.29 アンテナ間距離を変化させたときのアンテナの相互結合特性 
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図 5.29 マントルクロークアンテナの反射特性 

5.7 まとめ 

本章では，アンテナの相互結合抑制と同時に，アンテナの放射パターンを維持

できる目的として，表面リアクタンスを設計したマントルクロークによるアン

テナの相互結合抑制について検討した．まず，マントルクロークの理論について

説明した．次に，表面リアクタンスを設計したマントルクロークを用いることで，

720 MHz と 750 MHz で動作する 2 つのダイポールアンテナ間の相互結合抑制に

ついて検討した．次に，ストリップ導体を用いたマントルクロークアンテナの実

構造を設計し，アンテナ特性について検討した． 

 

(1) 表面リアクタンスを制御したマントルクロークアンテナの設計 

まず，表面リアクタンスを制御することで，動作周波数 720 MHz，阻止周波数

750 MHz のマントルクロークアンテナを設計した．720 MHz で動作するダイポ

ールアンテナを設計し，誘電体でダイポールアンテナを覆うことで，マントルク

ロークアンテナを構成した．マントルクロークアンテナの誘電体の表面にイン

ピーダンス境界条件を適用し，表面リアクタンスを設定した．表面リアクタンス

を適用することで，アンテナの動作周波数の高周波側に阻止帯域が得られるこ

とを確認できた．次に，マントルクロークのパラメータの変化によるマントルク

ロークアンテナの動作周波数と阻止周波数への影響を調べ，アンテナ長，誘電体

厚，誘電体の比誘電率および表面リアクタンスを調整することで，アンテナの動

作周波数，動作周波数と阻止周波数の間隔を制御できることがわかった．そこで，

誘電体厚を 2 mm，誘電体の比誘電率を 10.2，アンテナ長を 132 mm および表面
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リアクタンスを−1.0 Ω としたとき，動作周波数 720 MHz と阻止周波数 750 MHz

のマントルクロークアンテナを設計することができた．また，720 MHz におい

てマントルクロークアンテナの放射パターンは通常のダイポールアンテナの放

射パターンとほぼ一致していることがわかった． 

次に，動作周波数 750 MHz，阻止周波数 720 MHz のマントルクロークアンテ

ナを設計した．マントルクロークのパラメータの変化による動作周波数と阻止

周波数への影響を調べた結果により，マントルクロークの全パラメータを調整

しても，アンテナの動作周波数より低周波数側には阻止帯域が得られなかった

ため，アンテナの給電部に整合素子を装荷することで，マントルクロークアンテ

ナを設計した．まず，750 MHz で動作するダイポールアンテナを厚さ 2 mm，比

誘電率 10.2 の誘電体で覆うことで，誘電体装荷アンテナを設計した．次に，720 

MHz で阻止帯域が得られるように，誘電体表面に表面リアクタンスを−4.6 Ω と

設定した．マントルクロークアンテナの給電部に整合素子を装荷し，整合素子の

長さを変化させたときの動作周波数と阻止周波数への影響を調べた．その結果，

整合素子の長さを調整することで，低周波数側に現れる阻止周波数が変化せず，

動作周波数が低周波化することがわかった．そこで，整合素子の長さを 50 mm

としたとき，動作周波数 750 MHz，阻止周波数 720 MHz のマントルクロークア

ンテナを設計できた．また，750 MHz においてマントルクロークアンテナの放

射パターンは通常のダイポールアンテナの放射パターンとほぼ一致しているこ

とがわかった． 

次に，表面リアクタンスを設計した 2 つのマントルクロークアンテナを配置

したときのアンテナの相互結合抑制効果を確認した．先行研究[75]と同様に，ア

ンテナ間距離を 1 波長としたときのアンテナの相互結合を解析し，マントルク

ロークとアンテナの相互結合抑制効果を確認した．次に，アンテナ間距離を狭く

し，アンテナの相互結合抑制効果およびアンテナの反射特性を調べた結果，アン

テナ間距離を 0.1まで適用できることがわかった． 

 

(2) ストリップ導体を用いたマントルクロークアンテナ 

ストリップ導体を誘電体の表面に周期配列することで，動作周波数 720 MHz，

750 MHz で阻止周波数が得られるマントルクロークアンテナを設計した．動作

周波数 720 MHz と阻止周波数 750 MHz の周波数間隔が非常に狭いため，低誘電

率の誘電体を用いて所望のマントルクロークアンテナを設計できず，誘電体の

比誘電率をr = 20 としてアンテナの設計を行った．ストリップ導体 N = 10 とし，

マントルクロークアンテナの長さ l と誘電体厚 t を変化させたときの 720 MHz

と 750 MHz の|S11|特性を解析した．その結果，アンテナ長を 183 mm，誘電体厚

を 9 mm としたとき，アンテナの動作周波数は 720 MHz であり，750 MHz にお
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いて阻止周波数が生じていることを確認できた．また，720 MHz においてアン

テナの放射パターンは通常のダイポールアンテナの放射パターンとほぼ一致し

ていることがわかった．次に，マントルクロークアンテナの電流分布と電界分布

を確認することで，アンテナ特性を検討した．マントルクロークの内側のアンテ

ナ表面とストリップ導体の裏面の電流は 2 波長の電流分布であり，逆相で打ち

消しあうことを確認した．また，ストリップ導体の表面に流れる電流は 1 波長

の電流分布であり，この電流をアンテナの放射に寄与すると考えられる．最後に，

750 MHz で動作するダイポールアンテナを設計し，2 つのアンテナを配置したと

きのアンテナの相互結合抑制効果を確認した．その結果，ストリップ導体を用い

たマントルクロークアンテナはアンテナ間距離 0.2 まで適用できることがわか

った． 
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第 6 章 ストリップ導体を用いた 

広帯域マントルクロークアンテナ 

によるアンテナの相互結合抑制 

6.1 まえがき 

第 5 章では，表面リアクタンス Xs値を制御することで，それぞれ動作周波数

720 MHz, 阻止周波数 750 MHz のマントルクロークアンテナと動作周波数 750 

MHz，阻止周波数 720 MHz のマントルクロークアンテナを設計した．マントル

クロークアンテナを用いることで，アンテナの相互結合抑制効果を確認し，アン

テナの相互結合抑制とアンテナの放射パターンの維持を同時に達成できる可能

性があることがわかった．次に，ストリップ導体を用いることで，動作周波数 720 

MHz，阻止周波数 750 MHz のマントルクロークアンテナの実構造を設計するこ

とができた．しかし，このマントルクロークアンテナの誘電体の比誘電率を 20

としているため，試作が困難である．また，実際の誘電体材料を用いたときのマ

ントルクロークアンテナの表面リアクタンスと帯域阻止特性の関係が明らかに

なっていない． 

そこで，本章では，比誘電率 2.5 の誘電体で被覆したダイポールアンテナの表

面リアクタンスを制御する．まず，表面リアクタンスを制御することで，動作周

波数近傍で帯域阻止特性が得られることを示し，マントルクロークアンテナの

動作周波数と阻止周波数の周波数間隔の可変範囲を明らかにする．次に，ストリ

ップ導体を用いて，マントルクロークアンテナの実構造を設計し，アンテナ特性

と動作原理について検討する．次に，マントルクロークアンテナを試作・測定す

ることで，シミュレーション結果の妥当性を確認する．最後に，設計したマント

ルクロークアンテナによるアンテナの相互結合抑制効果を確認する． 

6.2 表面リアクタンスを設計したマントルクローク 

アンテナ 

本節では，理想的なメタ表面の表面リアクタンスを設計したマントルクロー

クアンテナについて検討する．メタ表面の表面リアクタンスを制御することで，

アンテナの動作周波数付近において阻止帯域特性が得られることを検証し，動

作周波数と阻止周波数の間隔の可変範囲を明らかにする．  
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6.2.1 解析モデル 

図 6.1 に解析モデルを示す．図 6.1(a)は 720 MHz で共振するダイポールアンテ

ナであり，直径 20 mm，長さ 179 mm，給電部のギャップ長 2 mm である．図

6.1(b)はダイポールアンテナを誘電体で被覆した誘電体装荷アンテナである．誘

電体の比誘電率はr = 2.5 であり，厚み 9 mm である．図 6.2 に誘電体装荷アンテ

ナの|S11|特性を示す．アンテナに誘電体を装荷すると，アンテナの共振周波数が

低周波化することを確認できる．そこで，誘電体装荷アンテナの長さを 164 mm

に調整することで，共振周波数は 720 MHz になる． 

 

(a) ダイポールアンテナ  (b) 誘電体装荷アンテナ 

図 6.1 解析モデル 

 

図 6.2 誘電体装荷アンテナの|S11|特性 
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6.2.2 表面リアクタンスの変化による|S11|特性 

次に長さ 164 mm の誘電体装荷アンテナの表面にインピーダンス境界条件を

設定し，表面リアクタンス Xsを変化させたときの|S11|特性を図 6.3 に示す．図 6.3

に示すように，誘電体装荷アンテナの上面に Xs を設定すると，アンテナの動作

周波数より高い周波数側に阻止帯域が発生することを確認できる． 

図 6.3(a)に Xsを−80 Ω から−40 Ω まで変化させたときの|S11|特性を示す．Xsを

大きくすると，共振周波数は変化しないが，阻止周波数が低周波化することがわ

かる．また，1240 MHz 付近で新たな共振が発生する．Xs = −80 Ω のとき，阻止

周波数付近において|S11|特性は−0.5 dB 以下となる． 

図 6.3(b)に Xsを−20 Ω から 20 Ω まで変化させたときの|S11|特性を示す．Xsを

大きくすると，第 1 共振周波数はほぼ変化せず，新たに発生した第 2 共振周波

数と阻止周波数は低周波数側にシフトすることがわかる．Xs = 20 Ω のとき，第

2 共振周波数は第 1 共振周波数に近づき，アンテナの動作帯域は 1 つになる． 

 

 

 

 

(a) Xsを−80 Ω から−40 Ω まで変化させたときの|S11|特性 
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(b) Xsを−20 Ω から 20 Ω まで変化させたときの|S11|特性 

図 6.3 Xsの変化によるマントルクロークアンテナの|S11|特性 

6.2.3 動作周波数と阻止周波数の間隔の可変範囲 

次に，動作周波数と阻止周波数の間隔の可変範囲を確認する．|S11|が−10 dB 以
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数帯域の高域側の周波数と阻止周波数帯域の低域側の周波数の間隔とする．図
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ると動作周波数と阻止周波数の間隔が狭くなることがわかる．したがって，本ア
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図 6.4 Xsの変化による動作周波数と阻止周波数の間隔の可変範囲 

 

図 6.5 に Xsが−60 Ω，−20 Ω および 20 Ω のときのマントルクロークアンテナ
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さらに，Xs = 20 Ω のとき，第 2 共振は第 1 共振に近づいたため，第 1 共振と第

2共振の高域側の周波数がそれぞれ 780 MHzと 870 MHzであることが確認され，

動作周波数と阻止周波数の間隔が 80 MHz と狭くなった． 
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(a) Xs = −60 Ω                      (b) Xs = −20 Ω 

 

(c) Xs = 20 Ω 

図 6.5 Xsの変化によるマントルクロークアンテナのインピーダンス特性 
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テナの設計 
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−20 Ω < Xs < 20 Ω の範囲に注目した．Xs = −2 Ω のとき，マントルクロークアン

テナの帯域幅は最大となることを確認した．図 6.6 に Xs = −2 Ω としたときの|S11|
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特性を示す．Xs = −2 Ω と設定すると，1130 MHz 付近において，阻止周波数が発

生している．アンテナは 780 MHz と 965 MHz で共振し，動作周波数は 700 MHz

から 1010 MHz で約 36.3%の帯域幅(|S11| ≤ −10 dB)が得られることを確認できる．

しかし，このアンテナは理想的なメタ表面の表面リアクタンスを設計したアン

テナであり，アンテナ特性とアンテナの動作原理を明確にすることが困難であ

る．そこで，本節では，1130 MHz で表面リアクタンス Xs = −2 Ω を実現するこ

とが期待できるストリップ導体を用いることで，マントルクロークアンテナの

実構造を設計する． 

 

図 6.6  Xs = −2 Ω のときの|S11|特性 

6.3.1 解析モデル 

Xs = −2 Ω < 0 であるため，Xs = −2 Ω のメタ表面を設計するために，容量性の
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リップ導体からなる平面状のメタ表面の場合，垂直偏波において表面リアクタ

ンスを次式で求めることができる[95]． 

, 0

1

1

1

( 1)
ln csc( )

2

TM Hstrips

s

r

c
X

gD

D

 
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−
=

+
               (6.1) 

ここで，は自由空間のインピーダンス，c は真空の光速，D1, g は水平ストリ

ップ導体の構造パラメータであり，は角周波数である． 

N1 が決定すれば，式 6.1 を用いることで，水平ストリップ導体のパラメータ

D1と g を算出することができる．しかし，所望な表面リアクタンス Xsが−2 Ω と

小さい場合，周期長 D1 とギャップ g がアンテナの長さで制限されているため，

各パラメータ D1と g を求めることができなかった．例えば，N1 = 10，D1 = 8.1 

mm とした場合，ギャップ g は非常に小さい値(約 0)と計算され，これは解析や

製作に適さない．そこで，次に，垂直ストリップ導体で構成されるメタ表面を検

討する． 

 

(a) 水平ストリップ導体           (b) 垂直ストリップ導体 

図 6.7 ストリップ導体を用いたマントルクロークアンテナ構造 
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図 6.7(b)に垂直ストリップ導体を用いたマントルクロークアンテナの構造を

示す．幅 w [mm]の垂直ストリップ導体も銅でモデル化しており，誘電体の表面

に周期配置した．垂直ストリップ導体の周期長は D2 [mm]であり，アンテナの各

アームに配置されたストリップ導体の数を N2 とした．周期長 D2 は水平ストリ

ップ導体数 N2と誘電体の厚さに依存し，D2 = 38/N2である． 

6.3.2 |S11|特性およびアンテナの動作原理  

図 6.7(b)の垂直ストリップ導体のパラメータは N2，D2および w の値を変化さ

せることによって最適化された．N2 = 10, D2 = 11.94 mm とした場合には，w = 8.29 

mm で最良の結果が得られた．図 6.8 に構造パラメータが最適化された垂直スト

リップ導体を用いたマントルクロークアンテナの|S11|特性を示す．最適化された

の垂直ストリップを用いると，1130 MHz において阻止周波数が発生し，アンテ

ナは 780 MHz と 965 MHz で共振していることを確認できる．また，アンテナの

動作周波数は 700 MHz から 1010 MHz であり，帯域幅(|S11| ≤ −10 dB)は約 36.3%

となる．このアンテナの| S11|特性は Xs = −2 Ω を設定したマントルクロークアン

テナの|S11|特性とよく一致していることがわかる．また，最適化された垂直スト

リップ導体からなる平面状のメタ表面の表面リアクタンスを次式で求めること

ができる[95]． 

2
, 0 2

2

sin
ln csc( )(1 )

2 2 1

TM Vstrips s
s

r

D w
X

c D

 q

 
= −

+
          (6.2) 

ここで，D2, w は垂直ストリップ導体の構造パラメータであり，qs = º −qであ

り，q は入射角である． 

垂直偏波の場合では，qは 90º であるため，qsは 0º となる．そこで，1130 MHz

で最適化されたパラメータを持つ垂直ストリップ導体で構成された平板状のメ

タ表面の表面リアクタンスは式(6.2)より約 2 Ω と算出され，それは理想的なメ

タ表面の表面リアクタンス Xs = −2 Ω と異なる．この違いは，平面状のメタ表面

と円筒状のメタ表面との違いで表面リアクタンスが変化したことに起因する．

また，第 6.2 節で使用した理想的なメタ表面は分散特性を考慮していないため，

Xsの値に違いが生じたと考えられる． 
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図 6.8 垂直ストリップ導体を用いたアンテナの|S11|特性 

 

次に，マントルクロークアンテナの動作原理およびマントルクロークの効果

を考察する．図 6.9 にそれぞれ誘電体装荷アンテナ，垂直ストリップ導体を用い

たマントルクロークアンテナおよび表面リアクタンス Xs = 0 としたときの同軸

構造の入力インピーダンス特性の比較を示す．入力インピーダンスは 50 Ω に規

格化されている．図 6.9 に示すように，低周波数帯域ではマントルクロークの影

響が小さいため，720 MHz 付近で半波長の共振を維持している．しかし，高周波

数帯域では，マントルクロークを使用すると，マントルクロークアンテナの入力

インピーダンスに影響があり，キンクが 870 MHz 付近において発生している．

また，Xs = 0 と設定したときの同軸構造の入力インピーダンスと比較すると，マ

ントルクロークアンテナの入力インピーダンスはほぼ同様であることがわかる．

したがって，誘電体装荷アンテナの表面に垂直ストリップ導体を配置すること

で，高周波数側において準同軸構造のモードが追加されたと考えられる．この準

同軸構造は給電ギャップによって分離されており，両端開放されるため，各構造

での半波長の共振が生成されている．また，準同軸伝送線路の伝播定数は表面リ

アクタンスに依存するため，垂直ストリップ導体の構造パラメータを調整する

ことでこの共振を制御できることがわかる．さらに，マントルクロークアンテナ

の入力抵抗値は 1050 MHz から 1130 MHz の範囲で減少し，1130 MHz 付近では

誘電体装荷アンテナの入力抵抗値より小さく，ほぼ 0 Ω となっている．したが

って，阻止周波数は 1130 MHz 付近において発生していることがわかる．また，

VSWR = 2 の円と比較すると，マントルクロークアンテナは 700 MHz から 1010 
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MHz までの範囲で VSWR 値が 2 以下となっていることを確認できる． 

 

 

図 6.9 入力インピーダンス特性の比較 

 

 

図 6.10 に 700 MHz, 780 MHz, 870 MHz, 965 MHz および 1010 MHz におけるマ

ントルクロークアンテナの放射パターンを示す．zx 面は 8 の字，xy 面は無指向

性であり，動作周波数帯域でアンテナの放射パターンは変化しないことが確認

できる．図 6.11 に 1130 MHz における放射パターンを示す．阻止周波数におい

て，誘電体装荷アンテナと比べて，マントルクロークアンテナの動作利得は約 7 

dB 低下することがわかる． 

0.2 0.5 1.0 2.0 5.0

-0.2j

0.2j

-0.5j

0.5j

-1.0j

1.0j

-2.0j

2.0j

-5.0j

5.0j

Dielectric loaded antenna

Mantle cloak antenna using vertical strip conductors

700 MHz

1010 MHz

720 MHz

1050 MHz

VSWR = 2

1130 MHz

1130 MHz

870 MHz

Coaxial structure (Xs = 0)



112 

 

 

(a) zx 面              (b) xy 面 

図 6.10 動作周波数帯域におけるアンテナの放射パターン 

 

(a) zx 面              (b) xy 面 

図 6.11 1130 MHz におけるアンテナの放射パターン 
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図 6.8 および図 6.9 の解析結果を確認するために，マントルクロークアンテナ

の電流分布と電界分布を確認し，考察を行う． 

初めに，マントルクロークアンテナの電流分布について説明する．図 6.12 に
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6.12(b)はマントルクローク内部のアンテナ表面およびストリップ導体裏面の電

流分布である．マントルクローク内部のアンテナ表面の電流とストリップ導体

裏面の電流は半波長で分布しており，逆相のため打ち消しあうことがわかる．図

6.12(c)はマントルクローク外部のストリップ導体表面の電流分布である．ストリ

ップ導体表面に流れる電流は半波長で分布しており，この電流がアンテナの放

射に寄与すると考えられる． 

 

(a) マントルクローク (b) ストリップ導体  (c) ストリップ導体 

内部のアンテナ表面   の裏面        の表面 

図 6.12 780 MHz におけるマントルクロークアンテナの電流分布 

 

図 6.13 に 965 MHz におけるマントルクロークアンテナの電流分布を示す．図

6.13(a)，図 6.13(b)はマントルクローク内部のアンテナ表面およびストリップ導

体裏面の電流分布である．マントルクローク内部のアンテナ表面の電流とスト

リップ導体裏面の電流は 1 波長で分布しており，逆相のため打ち消しあうこと

がわかる．図 6.13(c)はマントルクローク外部のストリップ導体表面の電流分布

である．ストリップ導体表面に流れる電流は 1 波長で分布しており，この電流

がアンテナの放射に寄与すると考えられる． 
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(a) マントルクローク (b) ストリップ導体  (c) ストリップ導体 

内部のアンテナ表面   の裏面        の表面 

図 6.13 965 MHz におけるマントルクロークアンテナの電流分布 

 

図 6.14 に阻止周波数 1130 MHz におけるマントルクロークアンテナの電流分

布を示す．図 6.14(a)，図 6.14(b)はマントルクローク内部のアンテナ表面および

ストリップ導体裏面の電流分布である．マントルクローク内部のアンテナ表面

の電流とストリップ導体裏面の電流は 1 波長で分布しており，逆相のため打ち

消しあうことがわかる．図 6.14(c)はマントルクローク外部のストリップ導体表

面の電流分布である．ストリップ導体表面に流れる電流は半波長で分布してい

るが，図 6.14(c)のスケールのように，この電流は非常に弱いことがわかる． 
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(a) マントルクローク (b) ストリップ導体  (c) ストリップ導体 

内部のアンテナ表面   の裏面        の表面 

図 6.14 1130 MHz におけるマントルクロークアンテナの電流分布 

 

次に，マントルクロークアンテナの電界分布について説明する．図 6.15 に 780 

MHz における誘電体装荷アンテナとマントルクロークアンテナの電界分布の比

較を示す．図 6.15 に示すように，マントルクロークの内側の電界とマントルク

ロークアンテナ両端の外側の電界は，誘電体装荷アンテナの電界とほぼ同様で

ある．しかし，2 つのアンテナの中央部分の電界はわずかに異なっている．これ

は，マントルクロークのストリップ導体の影響によるものである． 

図 6.16 に 965 MHz における誘電体装荷アンテナとマントルクロークアンテナ

の電界分布を示す．誘電体装荷アンテナとマントルクロークアンテナの両端の

外側の電界はほぼ同様であるが，マントルクロークアンテナ中央部の外側の電

界は弱くなり，マントルクロークアンテナの外側の電界は通常のダイポールア

ンテナの電界とほぼ同様であることがわかる．さらに，マントルクローク内部の

電界は 1 波長で共振していることを確認できる． 

図 6.17 に 1130 MHz における誘電体装荷アンテナとマントルクロークアンテ

ナの電界分布の比較を示す．1130 MHz において，マントルクロークの内部の電

界は 1 波長で共振しているが，マントルクロークアンテナの外側の電界強度は

誘電体装荷アンテナと比べて弱く，アンテナはほぼ放射しないことがわかる． 
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(a) 誘電体装荷アンテナ   (b) マントルクロークアンテナ 

図 6.15 780 MHz におけるマントルクロークアンテナの電界分布 

 

 

(a) 誘電体装荷アンテナ   (b) マントルクロークアンテナ 

図 6.16 965 MHz におけるマントルクロークアンテナの電界分布 
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(a) 誘電体装荷アンテナ   (b) マントルクロークアンテナ 

図 6.17 1130 MHz におけるマントルクロークアンテナの電界分布 

 

したがって，マントルクロークアンテナの 780 MHz の共振は誘電体装荷によ

るものであり，965 MHz の共振はマントルクロークの効果でアンテナの 1 波長

の共振周波数が低周波化したものと考えられる．また，今回提案したマントルク

ロークアンテナは帯域幅を増加させる構造だけでなく，阻止帯域を生成できる

アンテナであることがわかった． 

6.4 試作アンテナおよび測定結果 

本節では，設計したアンテナを試作し，測定することで，シミュレーションの

妥当性を確認する． 

6.4.1 試作アンテナ 

図 6.18 に試作したマントルクロークアンテナの写真を示す．アンテナの誘電

体部分は 3D プリンターにより製作されている．誘電体の材料はポリ乳酸

(Polylactide: PLA)であり，比誘電率はr = 2.5，誘電正接は 0.02 である．誘電体の

厚さは 9 mm である．誘電体表面に銅のストリップ導体を周期配置し，アンテナ

の各アームのストリップ導体数を 10 とした．また，アンテナの 2 つのアームの
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ため，アンテナの測定結果にほとんど影響を与えないと考えられる．さらに，漏

れ電流を抑制するために，シュペルトップバラン(Spertopf Balun)を製作し，アン

テナに接続して給電した． 

 

図 6.18 マントルクロークアンテナの試作構造 

6.4.2 測定結果 

図 6.19 に試作したアンテナの|S11|特性の測定結果を示す．アンテナは 830 MHz

および 1000 MHz で共振しており，750 MHz から 1050 MHz まで動作している．

アンテナの帯域幅(|S11| ≤ −10 dB)は約 33.3%である．また，1180 MHz において阻

止帯域が生じている．シミュレーション結果と比較すると，試作したアンテナの

動作帯域と阻止帯域は高周波数側にシフトすることがわかる．測定にはシュペ

ルトップバランを使用したため，シュペルトップバランの影響について検討す

る．そこで，バラン付きのマントルクロークアンテナをモデル化し，アンテナの

|S11|特性を解析した．図 6.19 に示すように，バランを用いたとき，アンテナの動

作帯域と阻止帯域は高周波化し，測定結果とほぼ一致していることを確認でき

る．ただし，1180 MHz 付近の|S11|の測定結果は解析結果より小さく，これは誘

電体の損失の影響だと考えられる． 

図 6.20 に 750 MHz, 830 MHz, 900 MHz, 1000 MHz および 1050 MHz における

試作アンテナの放射パターンの測定結果を示す．zx 面では，750 MHz, 830 MHz, 
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900 MHz, 1000 MHz および 1050 MHz においての放射パターンは 8 の字であり，

xy 面では 750 MHz, 830 MHz, 900 MHz, 1000 MHz および 1050 MHz においての放

射パターンは無指向性である．したがって，測定結果はシミュレーション結果と

ほぼ一致していることがわかる． 

図 6.21 に阻止周波数 1180 MHz における試作アンテナの放射パターンの測定

結果を示す．1180 MHz では，|S11|特性が増加するため，アンテナの動作利得が

減少していることが確認できる． 

 

図 6.19 |S11|特性の測定結果 

 

(a) zx 面              (b) xy 面 

図 6.20 動作周波数におけるアンテナの放射パターンの測定結果 
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(a) zx 面              (b) xy 面 

図 6.21 1180 MHz におけるアンテナの放射パターンの測定結果 

6.5 アンテナの相互結合抑制効果の確認 

本節では，設計したマントルクロークアンテナによるアンテナの相互結合抑

制効果を確認する．図 6.22 に解析モデルを示す．1130 MHz で動作するダイポー

ルアンテナを設計し，アンテナ間距離 d でマントルクロークアンテナと 1130 

MHz で動作するダイポールアンテナを配置したときの相互結合を解析した． 

 

 
図 6.22 アンテナの相互結合を計算するための解析モデル 
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図 6.23 にアンテナ間距離を変化させたときのアンテナの相互結合特性を示す．

ここで，は 1130 MHz の波長である．図 6.23 から，マントルクロークを適用し

ない場合，アンテナの相互結合が大きく，アンテナ間距離を狭くすると，相互結

合が増加することがわかる．しかし，マントルクロークを適用すると，マントル

クロークを適用しないときと比べて，1130 MHz 付近において|S21|が急峻に減衰

していることを確認できる．また，アンテナ間距離を狭くしても，相互結合の減

衰量はほぼ変化しないことがわかる．図 6.24 に 2 つのアンテナを配置したとき

のマントルクロークアンテナの|S11|特性を示す．アンテナ間距離を 0.3までした

とき，マントルクロークアンテナは 2 周波数で共振しており，アンテナの帯域

幅がほぼ変化しないが，d を 0.2とすると，アンテナの共振周波数は 1 つとな

り，アンテナの帯域幅が狭くなることを確認できる．したがって，本章で設計し

たマントルクロークアンテナはアンテナ間距離 0.3まで適用できることがわか

る． 

 

図 6.23 アンテナ間距離を変化させたときのアンテナの相互結合特性 
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図 6.24 アンテナ間距離を変化させたときのアンテナの反射特性 

6.6 まとめ 

本章では，ストリップ導体を用いた広帯域マントルクロークアンテナについ

て検討した．まず，比誘電率 2.5 の誘電体で被覆したダイポールアンテナの表面

リアクタンスを制御することで，動作周波数近傍で帯域阻止特性が得られるこ

とを示し，マントルクロークアンテナの動作周波数と阻止周波数の周波数間隔

の可変範囲を明らかにした．次に，ストリップ導体を用いて，マントルクローク

アンテナの実構造を設計し，アンテナ特性と動作原理について検討した．次に，

マントルクロークアンテナを試作・測定することで，シミュレーション結果の妥

当性を確認した．最後に，設計したマントルクロークアンテナによるアンテナの

相互結合抑制効果を確認した． 

 

(1) マントルクロークアンテナの動作周波数と阻止周波数の間隔の可変範囲 

比誘電率 2.5 の誘電体で被覆したダイポールアンテナの表面リアクタンスを

制御した．まず，表面リアクタンスを調整することで，動作周波数近傍で帯域阻

止特性が得られることを示し，マントルクロークアンテナの|S11|特性により動作

周波数と阻止周波数の周波数間隔を 80 MHz から 940 MHz まで制御できること

を明らかにした．表面リアクタンスを−2 Ω としたとき，1130 MHz において阻止

帯域が発生している．また，マントルクロークアンテナは 2 周波で共振してお

り，アンテナの動作帯域は 700 MHz から 1010 MHz であり，36.3%で広帯域であ

ることを確認した． 
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(2) ストリップ導体を用いた広帯域マントルクロークアンテナの設計 

表面リアクタンスを−2 Ω としたときの広帯域マントルクロークアンテナを実

現するために，ストリップ導体をアンテナの誘電体表面に周期配列し，設計を行

った．その結果，水平ストリップ導体を用いたとき，設計ができず，垂直ストリ

ップ導体を用いると，表面リアクタンスを−2 Ω としたときのマントルクローク

アンテナを実現することができた．マントルクロークアンテナの動作帯域は 700 

MHz から 1010 MHz であり，1130 MHz 付近で阻止帯域が得られることを確認し

た．また，マントルクロークアンテナの電流分布と電界分布によりアンテナの動

作原理とアンテナ特性を明らかにした．次に，シミュレーション結果の妥当性を

確認するために，ストリップ導体を用いたマントルクロークアンテナを試作し，

測定した．測定結果はシミュレーション結果とほぼ一致していることを確認し

た．最後に，1130 MHz で動作するダイポールアンテナを設計し，2 つのアンテ

ナを配置したときのアンテナの相互結合抑制効果を確認した．その結果，今回設

計したストリップ導体を用いたマントルクロークアンテナはアンテナ間距離

0.3 まで適用できることがわかった． 
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第 7 章 結論 

近年，注目されているメタマテリアルによるアンテナの相互結合抑制の研究

が盛んに行われている．メタマテリアルは人工材料であり，自然界に存在しない

特異な特性を有する．これまで，メタマテリアルによる様々なアンテナの相互結

合抑制手法が報告されているが，アンテナの相互結合を抑制するメタマテリア

ル構造の小型化と，アンテナの相互結合抑制とアンテナ特性維持の同時達成の 2

つの研究課題が挙げられる．これらの課題を克服するために，メタ表面による電

磁波を制御できる電磁クローキング技術を利用することを提案した．具体的に，

本論文では，MLCC を用いた小型・薄型電波吸収体と円筒クローキングおよび

FSS を用いたマントルクロークによるアンテナの相互結合抑制について検討し

た． 

第 2 章では，MLCC が負透磁率を示すことを実証するために，MLCC からな

る負透磁率媒質について検討した．誘電体基板上に MLCC を配置したメタ表面

を 5 層に積層化し，試作・測定を行った．測定結果から，MLCC からなるメタ表

面は阻止帯域を有することが確認できた．次に、MLCC の内部構造を推定した．

誘電体基板上に MLCC を配置する単位セル構造を提案し，固有モード解析によ

り，単位セル構造の分散特性を求めた．次に，単位セル構造の S パラメータを求

め，得られた S パラメータから単位セル構造の実効比誘電率および透磁率を算

出した．単位セル構造の実効比透磁率が負となる帯域が確認でき，バンドギャッ

プの帯域と比較すると，ほぼ一致することがわかった．設計した単位セル構造か

らなるメタ表面を 5 層に積層化し，積層型メタマテリアルを構成した．5 層のと

きの|S21|特性を電磁界シミュレーションにより計算し，阻止帯域と単位セル構造

の実効比透磁率が負となる帯域が一致していることが確認できた．測定結果と

比較して，解析結果はある周波数において同様に共振していることが確認でき

たが，測定結果が広帯域となった．そこで，測定結果が広帯域となった原因につ

いて，電極の導電率，MLCC の誘電正接および MLCC のばらつきの影響を検討

した．MLCC の誘電正接および MLCC のばらつきを考慮することで，解析結果

が広帯域となることが確認できた． 

第 3 章では，MLCC を用いた電波吸収体を設計し，電波吸収体によるアンテ

ナの相互結合抑制について検討した．MLCC の基本モデルに基づいて，MLCC の

構造をモデル化した．単位セル構造に平面波を入射したときの S パラメータか

ら実効比透磁率を算出し，MLCC の内部電極に流れる電流分布による MLCC の
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動作原理を確認した．次に，MLCC を用いた偏波依存電波吸収体を設計した．誘

電体基板上に MLCC を配置する単位セル構造を提案し，単位セル構造の周期長

および偏波面の変化によるメタ表面のモノスタティック RCS 特性を調べた．そ

の結果，単位セル構造の周期長を 1.5 mm としたとき，モノスタティック RCS の

減衰量が最大となることを確認した．また，偏波面を変化することで，MLCC か

らなるメタ表面は偏波に依存することを確認できた．次に，設計した単位セル構

造から MLCC を用いた電波吸収体の有限構造を構成し，表面インピーダンス境

界条件を適用することで，モノスタティック RCS 特性を解析した．その結果，

周期境界条件を適用した単位セル構造の解析結果とよく一致していることがわ

かった．MLCC を用いた電波吸収体を試作し，測定を行った．測定結果はシミュ

レーション結果とほぼ一致していることがわかった．最後に，MLCC を用いた

電波吸収体によるアンテナの相互結合抑制効果を確認した．動作周波数が近接

した 2 つのダイポールアンテナの間にサイズ 15 mm × 15 mm の電波吸収体を

配置したときの相互結合特性を解析した．電波吸収体を用いると相互結合は約

12 dB 抑制しており，同寸の電波吸収体の減衰量とほぼ同様であることがわかっ

た．しかし，アンテナの放射パターンが変化してしまうことを確認した． 

第 4 章では，アンテナの相互結合抑制の目的として，製作が可能な薄型円筒

クローキングの設計を前提とし，MLCC の配置密度を制御した円筒クローキン

グについて検討した．円筒クローキングを実現するために，2 つの誘電体基板間

に MLCC を配置する単位セル構造を提案した．単位セル構造の周期長を調整す

ることで，所望の実効比誘電率および透磁率テンソルを設計できることがわか

った．その設計値で円筒クローキングを実現すると，完全導体円筒のみの場合と

比べて反射および散乱を抑制することが確認できた．次に，誘電体基板上に

MLCC を実装し，MLCC の配置密度を制御した円筒クローキングを試作・測定

した．測定結果から，8.56 GHz において平面波は金属円柱を迂回しており，MLCC

の配置密度を制御することで円筒クローキングを設計できることを確認した．

しかし，試作した円筒クローキングの動作周波数は設計周波数より高周波化し

ており，これは MLCC のばらつきの影響と考えられる．また，円筒クローキン

グの透過側の電界強度は弱くなっており，これは円筒クローキング全体の損失

による影響だと考えられる．さらに，円筒クローキングの中心線上の 1 次元電

界強度を比較することで，今回の試作した円筒クローキングの損失は約 0.1 であ

ることを推定できた．最後に，MLCC を用いた円筒クローキングによるアンテ

ナの相互結合抑制効果について考察した．円筒クローキングの損失を考慮した

とき，円筒クローキングの透過側の電界強度が弱くなるため，電波吸収体として
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働くことを確認した．したがって，MLCC を用いた円筒クローキングによるア

ンテナの相互結合抑制効果は電波吸収体を用いたときと同様であり，アンテナ

の相互結合を抑制できるが，アンテナの放射パターンが変化してしまうことが

予想される．  

第 5 章では，アンテナの相互結合抑制と同時に，アンテナの放射パターンを

維持することを目的として，マントルクロークの適用を検討した．表面リアクタ

ンスを設計したマントルクロークによる動作周波数がそれぞれ 720 MHz と 750 

MHz の 2 つのダイポールアンテナの相互結合抑制について検討した．誘電体で

ダイポールアンテナを覆うことでマントルクロークアンテナを構成し，誘電体

表面に表面リアクタンスを設定した．次に，マントルクロークのパラメータの変

化によるマントルクロークアンテナの動作周波数と阻止周波数への影響を調べ，

アンテナ長，誘電体厚，誘電体の比誘電率および表面リアクタンスを調整するこ

とで，アンテナの動作周波数，動作周波数と阻止周波数の間隔を制御できること

がわかった．そこで，マントルクロークのパラメータを調整し，動作周波数 720 

MHzと阻止周波数 750 MHzのマントルクロークアンテナと動作周波数 750 MHz

と阻止周波数 720 MHz のマントルクロークアンテナを設計した．2 つのマント

ルクロークアンテナの放射パターンは通常のダイポールアンテナの放射パター

ンとほぼ一致していることが確認した．次に，設計した 2 つのマントルクロー

クアンテナを配置し，アンテナの相互結合抑制効果を確認し，アンテナ間距離を

0.1まで適用できることがわかった．最後に，ストリップ導体を用いることで，

動作周波数 720 MHz，750 MHz で阻止周波数が得られるマントルクロークアン

テナの実構造を設計し，アンテナ特性とアンテナの相互結合抑制効果を確認し

た． 

第 6 章では，低誘電率の誘電体を使用し，試作が可能なマントルクロークア

ンテナについて検討した．比誘電率 2.5 の誘電体で被覆したダイポールアンテナ

の表面リアクタンスを制御した．表面リアクタンスを調整することで，動作周波

数近傍で帯域阻止特性が得られることを示し，マントルクロークアンテナの|S11|

特性により動作周波数と阻止周波数の周波数間隔を 80 MHz から 940 MHz まで

制御できることを明らかにした．表面リアクタンスを−2 Ωとしたとき，1130 MHz

において阻止帯域が発生している．また，マントルクロークアンテナは 2 周波

で共振しており，アンテナの動作帯域は 700 MHz から 1010 MHz であり，帯域

幅は 36.3%となり広帯域であることを確認した．次に，ストリップ導体を用いる

ことで，マントルクロークアンテナの実構造を設計した．その結果，垂直ストリ
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ップ導体を用いることで，表面リアクタンスを−2 Ω としたときのマントルクロ

ークアンテナを実現することができた．マントルクロークアンテナの動作帯域

は 700 MHz から 1010 MHz であり，1130 MHz 付近で阻止帯域が得られることを

確認した．また，マントルクロークアンテナの電流分布と電界分布によりアンテ

ナの動作原理とアンテナ特性を明らかにした．次に，シミュレーション結果の妥

当性を確認するために，ストリップ導体を用いたマントルクロークアンテナを

試作し，測定した．測定結果はシミュレーション結果とほぼ一致していることを

確認した．最後に，1130 MHz で動作するダイポールアンテナを設計し，2 つの

アンテナを配置したときのアンテナの相互結合抑制効果を確認した．その結果，

今回設計したストリップ導体を用いたマントルクロークアンテナはアンテナ間

距離 0.3まで適用できることがわかった． 

以上，本研究では，電磁クローキングによるアンテナの相互結合抑制について

検討した．提案した電波吸収体，円筒クローキングおよびマントルクロークアン

テナはアンテナの相互結合抑制への有効な構造であり，学術のみならず，実用的

にも重要なマイルストーンであり，無線通信分野に寄与するものと考えられる．

今後の課題として，円筒クローキングの層数を減らすかサイズが小さい MLCC

を使用することで MLCC の配置密度を制御した円筒クローキングの薄型化と

MLCC を用いたマントルクロークアンテナの細径化について検討する予定であ

る． 
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付録 

付録 A. MLCC を用いた偏波共用電波吸収体 

第 3 章では，誘電体基板上に MLCC を一定配列することで，偏波依存電波吸

収体を設計した．次に，MLCC を用いた電波吸収体を偏波共用化することを考

える．磁束が MLCC の内部電極間を貫く場合に減衰が生じることから，偏波共

用とするためには MLCC の向きを変えて配列することで実現することができる． 

MLCC を用いた偏波共用電波吸収体の単位セル構造を図 A.1 に示す．図 A.1(a)

は入射電界に対し MLCC を平行に配置した場合，図 A.1(b)は入射電界に対し

MLCC を垂直に配置した場合である．MLCC 構造と誘電体基板は第 3 章で使用

したものと同様であり，単位セル構造の周期長を 1.5 mm とする．また，電波吸

収体サイズは第 3 章の偏波依存電波吸収体と同様に 150 mm × 150 mm とする． 

 

 
(a) 電界に対し平行に配置        (b) 電界に対し垂直に配置 

図A.1 偏波共用電波吸収体の単位セル構造 

 

偏波共用電波吸収体の配列パターンを図A.2に示す．図A.2(a)のVで示す区画に

は，図A.1(a)のように電界に対し平行に配置されたMLCCを周期配列し，Hで示

す区画には，図A.1(a)のように電界に対し平行に配置されたMLCCを周期配列す

る．また，1区画に配列するMLCCの数は20セル× 20セルとする．同様に，図A.2(b)

および図A.2(c)の1区画には10セル× 10セルおよび5セル× 5セル配列する．また，

単位セル構造の周期長は1.5 mmであるため，それぞれの電波吸収体には10,000個

のMLCCが配列されることになる．偏波共用電波吸収体を市松模様の区画数ごと

に5 × 5分割，10 × 10分割，20 × 20分割とする． 
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(a) 5 × 5分割      (b) 10 × 10分割           (c) 20 × 20分割 

図A.2 MLCCを用いた偏波共用電波吸収体 

 

市松模様に配列された有限構造の解析に要する計算時間が膨大となるため，表

面インピーダンス境界条件を用いて解析を行う．図A.3に表面インピーダンス境

界条件を用いた市松模様の解析モデルを示す．まず，図A.1に示す2種類の単位セ

ル構造のインピーダンスを解析し，得られた結果を境界条件として電波吸収体

の底面に適用する．ここで，青で示す区画は図A.1(a)の単位セル構造のインピー

ダンス，緑で示す区画は図A.1(b)の単位セル構造のインピーダンスをそれぞれ適

用している． 

 

図A.3 表面インピーダンス境界条件を用いた市松模様の解析モデル 
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表面インピーダンス境界条件を用いた市松模様の解析結果を図A.4に示す．市

松模様に配列した場合，29.5 GHz付近でモノスタティックRCS値の減衰が確認で

きる．しかし，第3章の偏波依存電波吸収体と比較すると，モノスタティックRCS

減衰量は小さく，約10 dBとなる． 

 

 

図A.4 表面インピーダンス境界条件を用いた市松模様の解析結果 

 

次に，MLCCを用いた偏波共用電波吸収体を試作し，測定を行う．図A.5に5 × 5

分割の試作構造を示す．偏波共用電波吸収体の大きさは150 mm × 150 mm，単位

セル構造の周期長は1.5 mm，厚さ0.8 mmのFR-4基板上に10,000個のMLCCが配列

されている．また，基板の裏面に同サイズの銅板を取り付けている．図A.6に偏

波共用電波吸収体のモノスタティックRCSの減衰特性の測定結果を示す．図

A.6(a)はTE入射時のモノスタティックRCSの減衰特性であり，どの配列パターン

でも29.5 GHz付近においてRCS値が約15 dB減衰していることを確認できる．図

A.6(b)はTM入射時のモノスタティックRCSの減衰特性であり，図A.6(a)の結果と

比較するとほぼ一致していることがわかる．また，測定結果は設計周波数よりも

約0.5 GHz低周波化しているが，減衰量はほぼ一致していることがわかる． 

図A.7にモノスタティックRCSのパターンの測定結果を示す．測定周波数は，

RCS減衰量が最大となる周波数とした．5 × 5，10 × 10，20 × 20に分割された市

松模様の場合，TE入射，TM入射ともにモノスタティックRCSパターンは一致し

ており，モノスタティックRCS値は，それぞれ2.6 dBsm, 3.0 dBsm, 0.8 dBsmとな

る．また，f = ±4º，±20.5º，±45.25ºに別のピークが確認できる．これは市松模様

に配列したことによりグレーティングローブが発生していると考えられる． 
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図A.5 偏波共用電波吸収体の試作構造(5 × 5分割) 

 

 

(a) TE入射             (b) TM入射 

図A.6 モノスタティックRCS減衰特性の測定結果 
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(a) 5 × 5分割 

 

(b) 10 × 10分割 

 

(c) 20 × 20分割 

図A.7 モノスタティックRCSパターンの測定結果 

 

 

-90 -60 -30 0 30 60 90
-40

-30

-20

-10

0

10

20

Phi [deg]

M
o

n
o

st
at

ic
 R

C
S

 [
d

B
sm

]

 

 

TE
TM

-90 -60 -30 0 30 60 90
-40

-30

-20

-10

0

10

20

Phi [deg]

M
o
n

o
st

at
ic

 R
C

S
 [

d
B

sm
]

 

 

TE
TM

-90 -60 -30 0 30 60 90
-40

-30

-20

-10

0

10

20

Phi [deg]

M
o

n
o

st
at

ic
 R

C
S

 [
d

B
sm

]

 

 

TE
TM



152 

 

付録 B. MLCC を用いた広帯域電波吸収体 

付録 A では，誘電体基板上に MLCC を市松模様に配列することで，偏波共用

電波吸収体を設計し，29 GHz 付近でモノスタティック RCS 減衰していることを

確認できた．29 GHz で減衰しているのは MLCC の共振効果によるものと考えら

れる．一方，第 3 章で述べたように，入射電界に対し MLCC を平行に配置した

場合，MLCC が共振するが，MLCC を垂直に配置すると MLCC が反応せず，金

属板のように反射する．したがって，MLCC を市松模様に配列すると，反応する

MLCC と反応しない MLCC の反射位相差が 180º となり，反射波を打ち消すこと

で広帯域電波吸収体を実現できる可能性がある．そこで，本付録では，MLCC 

を用いた広帯域電波吸収体について検討する． 

まず，第 3 章で試作した偏波依存電波吸収体を用いて，TE および TM 入射時

の反射位相を測定する．次に，付録 A で使用した 2 種類の単位セル構造の反射

位相を解析し，測定結果と比較する．図 B.1 に単位セル構造の反射位相差の比較

を示す．測定結果では，34 GHz から 40 GHz の範囲で反射位相差は約 180º とな

っていることを確認できる．解析結果では，測定結果とほぼ同じ傾向であるが，

測定結果の位相差より小さいことがわかる．そこで，MLCC の内部構造を再設

計した． 

 

 

図 B.1 単位セル構造の反射位相 

 

MLCC の外径寸法は 0.52 mm × 0.52 mm × 1.04 mm であり，セラミック誘電体，

メッキ，障壁，外部電極および内部電極によって構成されている．MLCC の内部

電極および外部電極は銅，障壁はニッケル，メッキ部分はスズの材質がモデル化

されている．内部誘電体の比誘電率は 21 であり，メッキ部分の長さは 0.28 mm

である．長さ 0.585 mm の内部電極を 2 枚 1 組として平行平板コンデンサを形成
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し，上下に 2 組を配置した．また，電極幅，電極の厚みおよび電極間隔をパラメ

ータとしてそれぞれ w，t，g とした．単位セル構造を図 B.3 に示す．付録 A と

同様に，単位セル構造は入射電界に対し平行に配置した構造と入射電界に垂直

に配置した構造の 2 種類である．単位セル構造の周期長を 1.5 mm とし，誘電体

の底面に PEC を設定している． 

 

 

(a) 鳥瞰図             (b) 断面図 

図 B.2 MLCC の構造 

 

(a) 電界に対し平行に配置       (b) 電界に対し垂直に配置 

図 B.3 単位セル構造 

次に，MLCC の内部構造パラメータの変化による単位セル構造の反射位相差

特性を調べる． 

g = 0.035 mm, t = 0.01 mm を固定し，w を 0.4 mm から 0.5 mm まで変化させた

ときの反射位相差を図 B.4(a)に示す．w を小さくすると，MLCC の共振周波数は

変化し，高周波側の反射位相差が増加する． 

w = 0.5 mm, t = 0.01 mm を固定し，g を 0.03 mm から 0.04 mm まで変化させた

ときの反射位相差を図 B.4(b)に示す．g を大きくすると，MLCC の共振周波数が

高周波化し，反射位相差はほぼ変化しない． 
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w = 0.5 mm, g = 0.035 mm を固定し，t を 0.005 mm から 0.015 mm まで変化させ

たときの反射位相差を図 B.4(c)に示す．t を大きくすると，MLCC の共振周波数

が低周波化し，反射位相差はほぼ変化しない． 

以上のことから，g と t を調整することで，MLCC の共振周波数を制御でき，

w を調整することで単位セル構造の反射位相差を制御できることがわかった．

そこで，29 GHz 付近で共振する MLCC と反射位相差が 180º の単位セル構造を

実現するために，w, g および t を最適化した．その結果，w = 0.35 mm, g = 0.035 

mm および t = 0.01 mm は最適値である． 

w = 0.35 mm, g = 0.035 mm および t = 0.01 mm としたときの単位セル構造の反

射位相差を図 B.5 に示す．図 B.5 から，MLCC が 29.6 GHz 付近で共振しており，

34 GHz から 40 GHz の範囲で反射位相差は約 180º となり，測定結果とほぼ一致

していることがわかる． 

付録 A のように，MLCC を市松模様に配列し， 5 × 5 分割，10 × 10 分割，20 

× 20 分割の 3 種類の電波吸収体を設計した．電波吸収体のサイズは 150 mm × 

150 mm である．表面インピーダンス境界条件を用いて，電波吸収体のモノスタ

ティック RCS 減衰量を解析した．図 B.6 にモノスタティック RCS 減衰特性の解

析結果と測定結果を示す．解析結果では，29 GHz 付近においてモノスタティッ

ク RCS 値が減衰しており，34 GHz から 40 GHz においてモノスタティック RCS

減衰量は 10 dB 以上となる．提案した電波吸収体の帯域幅は約 16.2%である．反

射位相差が 180º となると，2 つの単位セル構造の位相振る舞いの違いを利用し

て，エネルギーがリダイレクトされるため，反射波はお互いに打ち消しあってい

ると考えられる．測定結果では，29 GHz 付近と 34 GHz から 40 GHz の範囲にお

いてモノスタティック RCS 値が減衰していることが確認できる．34 GHz から

40 GHz の範囲において，モノスタティック RCS 減衰量の測定結果は解析結果よ

りやや小さいことがわかる．反応する MLCC には損失があるため，反応する

MLCC からの反射波のレベルが小さくなり，反射波が打消す量が減少したと考

えられる．しかし，モノスタティック RCS 減衰量の測定結果は約 10 dB である

ため，測定結果は解析結果とほぼ一致していることがわかる． 
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(a) w の変化による影響 

 

(b) g の変化による影響 

 

(c) t の変化による影響 

図 B.4 MLCC の内部構造パラメータの変化による反射位相差特性 
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図 B.5 反射位相差の解析結果と測定結果の比較 

 

 

(a) 解析結果             (b) 測定結果 

図 B.6 モノスタティック RCS 減衰特性 
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